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価及び 1 名の委員が B 評価とし、総合評価として A 評価を受けた。また、人文社会系委員 2 名
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本報告書は高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会の構成、評価項目、評価結果及び

原子力機構の措置について記載したものである。 
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1. 概要 
 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「原子力機構」という。）理事長は、「国の

研究開発評価に関する大綱的指針」（平成 28 年 12 月 21 日内閣総理大臣決定）の下に整備され

た「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針」（平成 29 年 4 月 1 日文部科学大臣決

定）及び原子力機構の「研究開発課題評価実施規程」（平成 17 年 10 月 1 日制定、令和 4 年 1
月 20 日改訂）等に基づき、「高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発」に関する令和 2
年度の年度評価、令和 3 年度の研究計画及び第 3 期中長期計画（平成 27 年 4 月から令和 4 年

3 月）の見込評価を、原子力機構 高速炉・新型炉研究開発部門から提出された資料を基に、高

温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会で審議した。高温ガス炉及び水素製造研究開発・

評価委員会事務局は、評価シートを用いて令和 2 年度の研究実績及び平成 27 年度から令和 3
年度までの研究実績（見込み含む）に関する委員の意見を集約し、意見に対する原子力機構の

措置を取りまとめた。本報告書の第 2 章では、高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会

の委員構成を示した。第 3 章では、評価委員会の開催日、主な議題及び配布資料リストを示し

た。第 4 章では、評価方法を示した。第 5 章では、高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委

員会により提出された課題評価報告書を添付した。第 6 章では、高温ガス炉及び水素製造研究

開発・評価委員会からの提言に対する原子力機構の措置を示した。また、付録として評価委員

会で配布した資料を末尾に添付した。 
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2. 高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会の構成 
 

本年度は評価委員の任期（原則 2 年）の満了に伴い、候補者の選定（再任・追加）の手続き

を行った。候補者の選定に当たっては、参考資料 1 を考慮した上で、評価委員候補に対する利

害関係の確認を行い、評価委員を選定した。 
○ 評価委員候補者に対する利害関係の確認 
 利益相反チェック 
 除斥事由該当の有無確認 
 評価委員の委嘱に伴う理事懇談会での承認 

高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会は、表 1 に示す 12 名により構成される。 
 

表 1 高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会 評価委員一覧(令和 3 年 1 月 27 日時点) 

氏 名 区 分 所 属・職 位 

藤井 康正 
委員長 
（技術） 

東京大学大学院 工学系研究科  
原子力国際専攻 教授 

糸井 達哉 
委員 
（技術） 

東京大学大学院 工学系研究科  
建築学専攻 准教授 

碓井 志典 
委員 
（技術） 

三菱重工業株式会社 パワードメイン 原子力事業部 
新型炉・原燃サイクル技術部 次長 

小原 徹 
委員 
（技術） 

東京工業大学 
科学技術創成研究院 先導原子力研究所 教授 

加藤 之貴 
委員 
（技術） 

東京工業大学 
科学技術創成研究院 先導原子力研究所 教授 

小島 由継 
委員 
（技術） 

広島大学 自然科学研究支援開発センター  
研究開発部門 先進機能物質部門長 教授 

西條 美紀 
委員 
（人文社会） 

東京工業大学 
環境・社会理工学院 融合理工学系 教授 

鈴木 和代 
委員 
（人文社会） 

京都大学医学部付属病院 
先制医療・生活習慣病研究センター 特定助教 

竹田 貴代子 
委員 
（技術） 

日本製鉄株式会社 
技術開発本部 関西技術研究部 主幹研究員 

福家 賢 
委員 
（技術） 

東芝エネルギーシステムズ株式会社 
パワーシステム企画部 部長代理 

細野 恭生 
委員 
（技術） 

千代田化工建設株式会社 
フロンティアビジネス本部 上席参与 

森 大五郎 
委員 
（技術） 

トヨタ自動車株式会社 
トヨタ ZEV ファクトリー ZEV 普及推進室 主幹 
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参考資料１ 

 

評価委員及び専門委員の構成について 

 

評価委員及び専門委員については、原子力機構が行う研究開発分野及びそれに関連する分野

に精通する原子力機構外の専門家及び有識者で、十分な評価能力を有し、公正な立場で評価を

行うことができる者を選定する。また、イノベーション創出の観点での評価も適切に受けるた

め、当該専門分野の専門家のみならず、異分野、産業界、社会実装、人文・社会系等の専門家

も選定するとともに、評価委員の多様性を高めるため、外国人及び女性委員の選定にも努める

ものとする。委員の選定に当たっては表2を参考にするとともに、現役で活躍し、最新の情勢

に精通している者を優先的に考慮する。 
 

表 2 評価委員及び専門委員のカテゴリ及び必要性 
評価委員のカテゴリ 必要性 

当該分野の専門家 ◎ 
連携を深めるべき異分野の専門家 ◎ 
成果の受け手たる産業界の専門家 ◎ 
成果の社会実装の観点からの専門家 〇 
ELSI＊の視点での専門家 〇 

      ◎：必須  〇：必要に応じて 
      ＊：ELSI（Ethical, Legal and Social Issues） 

ある研究に伴って生じる、倫理的・法的・社会的な影響や課題 
 
 なお、評価委員及び専門委員の多様性の観点で、委員構成については下記のとおりとする。 
 

（1） 外国人委員と女性委員を合わせた割合は 30％を目標とする。 
（2） 人文・社会系分野の委員の割合は 20％を目標とする。 
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3. 開催日、主な議題及び配布資料 
 

高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会 
開催日 ：令和 3 年 1 月 27 日 於 Web 開催（Cisco Webex meeting） 
主な議題：「高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発」の令和 2 年度の年度計画、

令和 3 年度の研究計画及び第 3 期中長期計画の見込評価 
配布資料：付録 1. 令和元年度研究実績の評価結果と原子力機構の措置 
     付録 2. 第 3 期中長期計画の中間評価（令和元年度）について（概要） 
     付録 3. 高温ガス炉及び水素製造研究開発の概要 
     付録 4. 令和 2 年度研究実績の評価と令和 3 年度の研究計画（案） 
     付録 5. 第 3 期中長期計画の見込評価 
     付録 6. 参考資料 
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4. 評価方法 
 
4.1 評価の目的 
 原子力機構では、「研究開発課題評価実施規程」において評価の目的を定めている。評価の目

的を表 3 に示す。 

表 3 研究開発課題評価実施規程（抜粋） 

（評価の目的） 

第３条 研究開発課題の評価は、研究開発を督励するとともに、経営資源を有効に活用して、

研究開発成果の最大化及び業務運営の効率化を達成するための効果的な研究開発業務に資

することを目的とする。 

 
4.2 評価の観点 
 原子力機構が実施する「高温ガス炉とこれによる熱利用技術」の研究開発に関する評価にお

ける基本的考え方として、我が国のエネルギー政策を踏まえた「高温ガス炉とこれによる熱利

用技術」に関する研究開発の意義及び研究開発を取り巻く動向を整理した上で、高温ガス炉と

これによる熱利用技術の研究活動全般について課題評価の対象とし、以下の項目に分けて評価

を行った。 
 
（1） 令和 2 年度研究実績の年度評価 

令和 2 年度に実施した研究開発項目の業務実績 
 研究開発の進捗状況の妥当性 

 研究資金、人材等の研究開発資源の再配分の妥当性 

 
（2） 令和 3 年度の研究計画 

 第 3 期中長期計画を達成するための研究開発の進め方の妥当性 
 
（3） 第 3 期中長期計画（平成 27 年度から令和 3 年度）の見込評価 

第 3 期中長期計画の期間の終了時に見込まれる研究開発項目の業務実績 
 研究開発の達成度、成功・不成功の原因の把握・分析 
 当初の研究開発計画の妥当性 
 研究開発成果の効果・効用（アウトカム）の把握・普及 
 若手研究者の育成・支援への貢献の程度 
 将来への研究開発の展開 
 新たな課題への反映の検討 

 
4.3 評価基準 
 評価基準を表 4 に示す。 
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表 4 評価点と評価基準 

評価点 評価基準 

S 特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

A 顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

B 
（標準） 

成果等の創出に向けた着実な進展が認められる。 

C 一層の工夫・改善の必要性が認められる。 

D 抜本的見直しを含め特段の工夫・改善の必要性が認められる。 
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5. 評価結果 
 
5.1 令和 2 年度研究実績の年度評価 
（1）高温ガス炉技術研究開発 
  ① HTTR の新規制基準への適合性確認の対応 
   技術系委員（10 名）のうち、9 名の委員が S、１名の委員が A と評価した。 

以下に代表的なコメントを示す。 
 HTTR において炉心溶融が起こらないことが原子力規制委員会に認められたこと

は今後の高温ガス炉の実用化に向け大変大きな成果である。 
 原子力防災上の観点も含め高温ガス炉の安全性が原子力規制庁に認められたこと

は極めて重要で評価できる。 
 BDBA に対する具体的な考え方を規制の中で整理できたことは、高温ガス炉に限

らず安全規制の継続的改善の観点でも大きな成果と思います。一方、今後何らかの

自然災害が発生したとしても 2011 年時のような長期停止なく、継続的に研究開発

ができるような備えが必要と思います。重要度が高くない SSCs も含めて検討をさ

れるとさらによい成果が得られると思います。 
 再稼働に向けた取り組みは高く評価でき、2021 年 7 月に実現できることを期待し

ます。 
 

  ② 実用高温ガス炉システムの安全基準の整備に向けた燃料設計限度の考え方 
技術系委員（10 名）のうち、1 名の委員が S、7 名の委員が A 及び 2 名の委員が B と評

価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 高温ガス炉の実用化に向けた考え方が提示できており、顕著な成果である。 
 具体的な燃料の追加破損を許容する燃料設計限度の適用性を確認したことは評価

できる。 
 
  ③ 蒸気供給用高温ガス炉システムの設計 

技術系委員（10 名）のうち、1 名の委員が S、8 名の委員が A 及び 1 名の委員が B と評

価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 コンファインメント設計で安全性も経済性も向上しており、実機適用への展開も期

待します。 
 目標が「大幅な削減」とあり定量評価ができない目標。約 30％の建設コスト低減は

顕著とまでは言い難い。 
 
（2）水素製造技術研究開発 
  ① HTTR との接続を想定した起動・停止などの運転手順検証及び運転後のプロセス機器
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の腐食・劣化に関するデータ取得と有効性確証 
技術系委員（10 名）のうち、1 名の委員が S、7 名の委員が A 及び 2 名の委員が B と評

価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 迅速に計算できる新たな溶液組成計算法を提示して妥当性を検証し、自動組成制御

のためへの貢献が大きい。安定した水素製造に成功している。 
 プロセス機器の改善に反映され、水素製造効率が上がることを期待します。 
 連続運転のためのオンライン制御パラメータデータの整備は今後の安定運転に大

いに貢献できる成果と評価するが、硫黄析出問題は本質的な課題であり、根本的な

対応が必要と考える。 
 連続水素製造時の自動組成制御はコスト低減の観点からも重要。連続運転の実証は

重要な成果だが、安定性に課題有と思われる。 
 
  ② 硫酸分解器に適用する新規耐食合金の耐食性能評価 

技術系委員（10 名）のうち、1 名の委員が S、4 名の委員が A 及び 5 名の委員が B と評

価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 金属材料によるループ構成ができれば実用化が大きく進むと考えられる。本項目へ

の注力、研究促進を期待したい。 
 硫酸分解器の環境に耐え得る合金の技術的キーポイントと改善の方向性を見出し

た点は評価できる。機械的特性など設計と関わる点は該当部門とも連携して進める

こと。 
 化学的な腐食の場合は、腐食量だけでなく、腐食して系統内に流れ込んだ物質が IS

プロセスの連続運転に影響を与える影響も検討して材料選定した方がよい。 
 
  ③ ガスタービンへの核分裂生成物の沈着低減技術について、候補合金の核分裂生成物の

沈着量評価 
技術系委員（10 名）のうち、2 名の委員が S、8 名の委員が A と評価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 ガスタービン保守時の作業員被ばく線量率は従来設計値の約 1/100、制限値の約

1/10 であることを見出した。 
 最新の評価方法を用いて、従来の文献値に代わる新たな合金状態図を提案できる予

定とのことであり、学術的な貢献は大きい。 
 
（3）人材育成 

技術系委員（10 名）のうち、9 名の委員が A、1 名の委員が B と評価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 受け入れた学生が職員に応募・採用されたかどうかなど、具体的な成果の有無で評価
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したい。 
 コロナ禍の状況にも関わらず多数の実習生を受入れ人材育成にあたっており高く評

価できる。 
 
（4）産業界との連携 

技術系委員（10 名）のうち、4 名の委員が S、6 名の委員が A と評価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 英国、ポーランドとの国際協力の拡大は大きな成果と考えられる。 
 ポーランドに加え英国とも具体的な協力関係を確立しつつあり極めて高く評価でき

る。 
 産学官協議会での協議で、産業界からの理解を得ている。ポーランド、英国との協力

が進んでいる。 
 
（5）総合所見 

技術系委員（10 名）のうち、1 名の委員が S、8 名の委員が A 及び 1 名の委員が B と評価

した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 高温ガス炉研究開発は順調と思われ、水素製造など熱利用は時運に乗った早期の実

用化を期待します。 
 設置変更許可取得したものの再稼働時期については不明である。 
 目標が曖昧なため、評価が難しい項目が有ります。高温ガス炉の実用化及びその判断

のため、各年度で各技術がどのレベルに達成していなければならないかの技術的な

定量目標を示し、それに対する達成度合いを評価すべきと考えます。 
 HTTR の再稼働に向けた準備が進捗し、研究開発も着実に進展を遂げている。IS 法

はブンゼン反応工程で硫黄の析出が確認されたとのことであるが、米仏が実施した

試験でもブンゼン工程がうまくいかなかったため、是非ともこの課題を乗り越えて

いただきたい。 
 水素製造に関し、熱交換器の閉塞が発生するなど安定性が不十分。スケールアップや

コスト目標達成に向けた課題の明確化が必要と思われる。 
 
（6）社会的貢献 
  ① 科学技術政策、社会的・経済的意義／ニーズへの適合性 

人文社会系委員（2 名）のうち、2 名の委員が B と評価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 「炭酸ガスを排出しない水素製造法である IS プロセスの開発は世界がカーボンフ

リーに向かう上で重要な貢献をなすもの」であろうと推測はできる。開発の事実は

高く評価されるべきだが、どのように世界的な脱炭素社会のニーズに適合するのか

は技術の実装・普及戦略なしに判断できない。実用高温ガス炉についても同様であ
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ると考える。 
 

  ② 研究開発課題／成果の社会的受容性 
（社会へ及ぼす影響度の想定、研究倫理的妥当性） 
人文社会系委員（2 名）のうち、2 名の委員が C と評価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 HTTR の安全性、水素製造の要素技術について広く発信したとあるが、プレスリリ

ースや新聞報道によってどのように社会的受容性が向上すると考えているのか不

明である。また、実用高温ガス炉と水素製造技術研究の倫理的妥当性についての検

討の報告は見当たらなかった。また、これら 2 つが実現した時の社会に与える影響

度について、要素技術についてではなく、システム全体としての検討も見当たらな

い。 
 現時点で脱原発の世論が一部にはある中で、HTTR が国民の多くに安心される研究

課題／成果として理解されているとは言い難いです。自主的な発信としてプレス発

表 5 件では国民が HTTR 研究開発成果を理解するには不十分と思われます。国民

への情報発信は HTTR だけでなく JAEA 全体としてもっと取り組みの強化を期待

します。欧文論文発表および講演は積極的に行われており、研究内容・研究成果を

国際的に発信していると言えます。JAEA 全体として研究開発活動上の不正行為の

防止に関する行動規範が定められているようですが、HTTR ではそのためにどのよ

うな取り組みが行われているか報告会では明らかではありませんでした。 
 

③ 成果の波及効果を十分に見極めるなど、長期的・文化的な観点に立った評価 
人文社会系委員（2 名）のうち、2 名の委員が B と評価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 日本の産業界とのビジネスモデルについての検討、ポーランドに対する技術協力を

活発に行っていることは評価できるか、それらがどのように結びついて高温ガス炉、

並びに水素製造技術の実用に至るのか中長期的な視点からの戦略、ビジネスモデル

の検討の中身が示されているべきである。 
 発電、水素製造など多様な産業利用が見込まれ、原子力利用の多様化・高度化に貢

献する可能性のある研究課題と思われます。熱利用系の接続に関する他分野への応

用技術の確立に波及効果を当てられることを期待します。若手や女性、外国籍が積

極的に登用・活用されているかについて、原子力機構の人材ポリシーに基づき、人

材育成、技術伝承の促進等を目的としたキャリアパス方針を明示し、職員の資質・

能力の向上に努めるとの目標を掲げているようです。今回の報告では学生の短期受

け入れとポーランド研究者へのセミナーによる若手職員育成とのことでしたので、

さらに女性や外国籍の積極的な登用・活用を期待します。 
 
 

JAEA-Evaluation 2022-001

- 10 -



 

 
 

④ 新規科学技術の研究開発や利活用におけるリスク発生の可能性 
人文社会系委員（2 名）のうち、1 名の委員が A 及び 1 名の委員が C と評価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 HTTR を含む原子力利用の研究開発の実施はその軍事利用への危惧や放射性廃棄

物の課題もあり常に社会的論争になっています。27 日の委員会でもコメントさせ

て頂きましたが、原子力機構全体および高温ガス炉及び水素製造研究開発の成果の

最大化及び効率化のためにも本評価法そのものの透明性に疑義を呈させて頂きま

す。評価の実施者である評価委員の募集要項ないしは適格要件の情報が原子力機構

内部（理事長、理事、評価室等）のみで集約されており社会に向けて分かりやすく

公開されていない現状には改善が必要と思われます。社会から評価報告が信用に足

るものと受け入れるためには、評価報告書と一緒に評価法の詳細についての上記の

ような委員登用を含んだ情報の公開を希望します。また、同時に委員個別の利益相

反 conflict of interest も公開すべきと考えます。以上の情報公開を持ってようやく

社会は本評価法の前提を知ることが出来ると考えます。原子力エネルギーの安全性

や効率性の確立とともに、原子力エネルギーへの信頼を取り戻すためにあらゆる面

で透明性はとても重要だと思っています。 
 

⑤ 国内外他機関、産業界との連携の妥当性 
人文社会系委員（2 名）のうち、1 名の委員が A 及び 1 名の委員が B と評価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 それぞれについて活発に活動されていて評価できるが、相互の関係性がわかるとな

およい。なんのためになぜこの連携が必要で相互にそれらがどう結びついているの

かなど。 
 
  ⑥ 総合所見 

人文社会系委員（2 名）のうち、2 名の委員が B と評価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 全体的に評価委員会での報告内容とこの評価シートの項目が対応していない。評価

部門と開発現場でよく議論を重ねて、実用高温ガス炉と水素製造の社会実装をゴー

ルとしたシナリオとそれに基づく評価項目を策定してほしい。 
 令和 2 年度の研究成果について、イノベーション創出や新規科学技術の社会や政策

への橋渡しにおいて生じうる課題に対する取組状況（社会とのコミュニケーション、

研究倫理、法規制、政策との関連等）の観点から評価し、成果等の創出に向けた着

実な進展が認められます。しかし、他の委員から関連の質問がありましたが、設計

基準事故を超えるような事故を想定して新規制基準適合性に係る原子炉設置変更

許可を取得したことが、地質学系災害である地震津波を十分に想定したとしても、

他の災害である水害や感染症、戦争やテロ（サイバー攻撃も含めて）への対応につ

いての想定が HTTR 開発部門のみでは難しいような印象を受けましたので、外部
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専門家との連携が必要なのではないかと思いました。最大限に具体的な GE シナリ

オを作成し、それに対応を検討できるような研究開発を引き続きお願いしたいと思

います。 
 
5.2 令和 3 年度の研究計画 
（1）高温ガス炉技術研究開発 

以下に代表的なコメントを示す。 
 再稼働が間近に迫っているが、ほぼ 10 年ぶりの運転となるため、運転ノウハウの忘

却や喪失などによる様々なミス（10 年前であれば当然防ぐことができたミス）の発

生が懸念される。研究開発に支障が生じないように、運転員の技術能力の維持向上

には引き続き留意して戴きたい。 
 運転再開することが計画になっていますが、再開時期が見通せる場合には、運転再

開後の実施事項について計画に含める必要はないでしょうか。 
 安全上重要なプラント本体には十分な手当てがなされていると思うが、原子炉設備

でないものの運転に不可欠な施設においては、長期停止に伴うトラブルが発生する

ことも懸念されるので、対応に時間を要するものについては事前の備えをした方が

よい。 
 昨今の状況変化に伴い、「将来的に社会に貢献できるか」、など技術以外の観点から

計画見直しの余地が無いか検討が必要と思われる。 
 
（2）水素製造技術研究開発 

以下に代表的なコメントを示す。 
 運転中の自動組成制御に向けて、制御変数の決定や変数間の相関関係の分析などが

行われているが、静的な相関関係だけでなく、動的な関係の分析も必要と考えられ

る。適切なフィードバック制御を実現するには、制御対象システム内における時間

遅れを定量的に考慮することが必要である。 
 工業規模での実用化のためには金属材料での IS 法の確立が重要。第 3 期中長期計

画を達成するためというだけではなく、長い目で見て、金属材料の材料データ取得

を推進願う。また硫黄の析出に関しても、実用化に向けた原因の把握と対策の検討

を確実に行い、その効果を長時間連続水素製造試験で確認されたい。 
 水素製造の開発スピードの遅いことが気になる。現状 92L/h からスケールアップへ

の具体的なロードマップを作成してほしい。 
 水素製造は IS プロセス以外のシステムも様々な国や企業で検討されており、水素製

造量やコストも重視して研究開発を進めていただきたい。 
 自動組成制御は必須でありその物性データベースの整備をしっかり確立してほしい。

それにより沃素・硫黄析出など根本的な問題解決を図り、更なる長期連続運転

（1000Hr 以上）を達成させていただきたい。 
 令和 3 年度は現中長期計画の最終年度にあたり、今後に向けた課題を明らかにする
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必要があると思われる。これまでの水素製造プロセスの検討に加え、スケールアッ

プやコスト目標達成に向けた課題を明らかにする取り組みが必要と思われる。 
 
（3）人材育成 

以下に代表的なコメントを示す。 
 若い世代に関心を持ってもらうために、原子力エネルギー全般の有効性を認知して

もらう活動も必要かもしれない。インターネット配信できる動画は特に有効なよう

に思われる。 
 社会実装も含めた幅広い人材育成のあり方も並行して検討されてはと思います。 
 現在の目標記載は「高温ガス炉に関する知識を習得させる」のみである。知識を習

得させた結果どうするのか、何のために知識を習得させるのか人材育成の目的を明

確にし、その目標達成のための活動とされたい。 
 日本の税金で海外の人材育成をする場合のメリットを出してほしい。 
 高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発の評価軸、つまり「高温ガス炉とこ

れによる熱利用技術についての成果が、海外の技術開発状況に照らし十分意義のあ

るものか、さらに将来の実用化の可能性等の判断に資するものであるか」のうち、

社会学系委員の評価軸は後段の部分と思うが、今回の評価資料には、将来の実用化

シナリオが描かれていない。そのシナリオなしに個別の開発項目を評価しても意味

がない。評価軸と評価内容がずれるからである。中期計画策定にむけ、まずは現時

点で考えられる将来シナリオを提示したうえで、産業界との連携、人材育成、国際

連携などの項目の目標を立てるべきである。また、「イノベーション創出・社会実装」

は高温ガス炉と熱利用技術開発の結果であって個別の評価項目とするべきでないと

考える。 
 HTTR を活用した人材育成として、より幅広い分野の研究者や学生を受け入れ、高

温ガス炉の可能性について範囲を限定せずに探っていただきたいと思います。受け

入れのみでなく、HTTR 職員が外に出て様々な経験や知見や人的つながりを得られ

るように、JAEA 組織として適切にリーダーシップを発揮していただくことでイノ

ベーション創出につながることを期待します。国内外における高温ガス炉サポータ

ー獲得に向け、セミナーやガス炉イベントなど、積極的なガス炉 PR と人材受け入

れの展開に努める、という目標を立てておられたように拝見しましたのでコロナ禍

でも行える情報発信やオンラインイベントなどの企画を楽しみにしています。 
 国内、海外との交流を介した技術の流出のないように、新しい技術の特許化、秘密

保持契約や覚書の締結など、知的財産の保護を確実に行うこと。 
 研究者・技術者の受け入れ数は目標を上回っているが、育成の結果、どの程度の育

成が達成できたかがわかるような、新たな指標等を検討し、育成内容のチェックが

できるようになると良い。 
 他分野への情報発信、情報開示の機会を増やし、オープンな議論を活発化させるこ

とが期待される。 
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（4）産業界との連携 
以下に代表的なコメントを示す。 
 英国、ポーランドとの国際連携については、HTGR 開発のライバルである中国の研

究機関等への技術漏洩には注意が必要かもしれない。 
 委員会でも指摘されていた通り、国際協力が日本の高温ガス炉開発にどんな利益を

与えるのかを意識して取り組まれたい。 
 HTTR について、産業界との連携で実用化を早く進めてほしい。 
 海外では英国（Penultimate Power 社など）、ポーランドとの協力進展に、また、国

内では高温ガス炉産学官協議会での議論が進展し国産技術の海外展開を実現するた

めのより具体的な産業界との戦略策定を期待します。その際には、知財の保護を着

実に行いつつデータなどの知見を交換し開発を効率的効果的に進めて頂きたいと思

います。 
 国内、海外との交流を介した技術の流出のないように、新しい技術の特許化、秘密

保持契約や覚書の締結など、知的財産の保護を確実に行うこと。 
 米国などではビジネスモデルの策定経験を有する原子力発電事業者が高温ガス炉の

開発に参画している。わが国でも、ようやく、電力事業者との連携の気運が醸成さ

れてきた感があり、連携強化に向けた活動を推進してほしい。 
 他分野との連携に向け、製造コストだけでなく、運搬や後工程での活用までのサプ

ライチェーンを考慮した実用化構想の検討が必要と思われる。 
 
（5）イノベーションの創出社会実装 

以下に代表的なコメントを示す。 
 高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発の評価軸、つまり「高温ガス炉とこ

れによる熱利用技術についての成果が、海外の技術開発状況に照らし十分意義のあ

るものか、さらに将来の実用化の可能性等の判断に資するものであるか」のうち、

社会学系委員の評価軸は後段の部分と思うが、今回の評価資料には、将来の実用化

シナリオが描かれていない。そのシナリオなしに個別の開発項目を評価しても意味

がない。評価軸と評価内容がずれるからである。中期計画策定にむけ、まずは現時

点で考えられる将来シナリオを提示したうえで、産業界との連携、人材育成、国際

連携などの項目の目標を立てるべきである。また、「イノベーション創出・社会実装」

は高温ガス炉と熱利用技術開発の結果であって個別の評価項目とするべきでないと

考える。 
 IAEA、GIF、OECD/NEA LOFC プロジェクトとの連携を通じて、日本固有の技術

に海外技術を取り入れられることが見込めるようです。経済性や競争性についてな

どは、原子力工学研究技術者のみでなく人文・社会学系の専門家との連携も検討し

ていただくと良いと思います。HTTR 研究開発の現場には既に人文・社会学系研究

者も参画しているのでしょうか。今後は社会実装に向けて人文社会技術（人口・エ

ネルギー需要予測、法・規制・制度、社会受容、事故時の医療圏医療対応計画など）
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の専門職との連携が重要となってくるフェーズと思います。 
 
5.3 第 3 期中長期計画（平成 27 年度から令和 3 年度）の見込評価 
（1）高温ガス炉技術研究開発 
  ① 新規制基準への適合性確認を受けて速やかに再稼働 

技術系委員（10 名）のうち、7 名の委員が S、3 名の委員が A と評価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 停止期間が長かったため、本中長期計画の最終年度の再稼働時に、思わぬ事態が発

生しないように注意して戴きたい。 
 高温ガス炉の安全の考え方が軽水炉と異なることを原子力規制委員会に認められ

HTTR が再稼働することは大きな成果である。 
 新規制基準を満たし高温ガス炉の固有安全性を踏まえた許可を取得し、まもなく再

稼働を果たす見込みとなっており極めて高く評価できる。 
 
  ② 実用高温ガス炉システムの安全基準の整備 

技術系委員（10 名）のうち、1 名の委員が S、9 名の委員が A と評価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 安全要件原案が IAEA レポートとして出されるなど、国際的な安全基準の整備に向

けた成果をあげており高く評価できる。 
 産業界、学会の協力を得ながら、安全要件の原案が IAEA の技術報告書として発行

されており、国際標準確立に向けた成果となった。 
 

③ 高燃焼度化・高出力密度化のための燃料要素開発 
技術系委員（10 名）のうち、1 名の委員が S、9 名の委員が A と評価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 経済性を高めることに貢献できることを確認して戴きたい。 
 今後は商業的な燃料製造に関する検討を期待する。 
 実用化に向けた燃焼度向上が照射試験によって確認されており、さらなる向上に向

けた研究の推進に期待する。 
 

④ HTTR－熱利用試験施設のシステム設計、安全評価 
技術系委員（10 名）のうち、2 名の委員が S、8 名の委員が A と評価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 この研究開発の中心課題と考えられ、知財管理に注意しつつ、成果のアピールを行

ってもらいたい。 
 実用化にむけた大型化及び建設コスト低減に成果を上げており高く評価できる。 
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⑤ 軸封システム設計、試験 
技術系委員（10 名）のうち、2 名の委員が A、8 名の委員が B と評価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 熱利用システムの全ての機器仕様の設定を完了。 
 試験の実施には至らなかったが、開発の優先順位によるものと理解している。試験

計画まで策定できたため、計画された内容に対して最大限の対応がなされたものと

評価する。 
 
（2）熱利用技術研究開発 
  ① 連続水素製造試験装置による運転制御技術及び信頼性等の確証 

技術系委員（10 名）のうち、1 名の委員が S、6 名の委員が A 及び 3 名の委員が B と評

価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 システムが平衡状態に達するまでだけでなく、より長時間の運転実績を示すと、産

業界としてはより安心できたのではないかと思う。 
 多くの課題に対し着実に対応してきているが尚、長期連続運転への課題は残ってい

る。 
 安定性に課題。コスト低減など実用化に向けた見通しを得るための取り組みが必要。 

 
② セラミックス構造体の強度評価法の作成 

技術系委員（10 名）のうち、1 名の委員が A、9 名の委員が B と評価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 セラミックス構造体の強度評価法を作成 
 強度評価法の提案ができた段階であり、今後、必要に応じて規格基準化ができると

よい。 
 

③ 将来の実用化や技術の民間移転等に向けた研究目標の明確化 
技術系委員（10 名）のうち、1 名の委員が S、1 名の委員が A 及び 8 名の委員が B と評

価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 大容量化に向けては、膜や電極を用いた反応過程がボトルネックとなる可能性があ

るので、対応策などを検討して戴きたい。 
 水素の製造コスト、効率が不明。 
 民間移転には運転制御法の確立と経済性の実証が不可欠である。経済性については、

まだ十分な目標が提示できているとは言えず、当面は、経済性に大きな影響を与え

そうな部分に着目し、システム・機器の改良を行っていくことを推奨する。 
 CO2 フリー水素製造に関する期待が高まっているが、課題明確化やマイルストーン

の設定が必要。 
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④ 核分裂生成物の沈着低減技術等の要素技術開発 

技術系委員（10 名）のうち、2 名の委員が S、7 名の委員が A 及び 1 名の委員が B と評

価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 ガスタービン保守時の被ばく線量率が制限値を満足することを確認。 
 HTTR での直接サイクルガスタービン実用化に向けた成果を上げており高く評価

できる。 
 ガスタービンが実用化された場合のメンテナンス軽減等に寄与できる技術開発で

あり、目標は達成されたものと判断する。 
 
（3）人材育成 

技術系委員（10 名）のうち、1 名の委員が S、9 名の委員が A と評価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 若手研究者の育成により高温ガス炉開発者のすそ野を広げることに貢献できた。 
 本中長期計画中、毎年、常に計画を上回る人員の育成が行われており、近年ではポー

ランド等の人員に対しても育成対象を拡げて対応しており、原子力導入国の人材育成

にも貢献している。 
 
（4）産業界との連携 

技術系委員（10 名）のうち、4 名の委員が S、6 名の委員が A と評価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 政策的には追い風を受けており、連携をさらに強化して戴きたい。 
 実用化に向け、日本の高温ガス炉技術の維持フィールドとして幅広い国際協力体制が

構築できている。 
 国際協力で成果を上げ JAEA 発ベンチャーの設計を計画するなど高く評価できる。 
 世界の原子力研究機関の中では、最も精力的に高温ガス炉の国際協力を推進している

と評価している。 
 
（5）総合所見 

技術系委員（10 名）のうち、1 名の委員が S、8 名の委員が A 及び 1 名の委員が B と評価

した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 HTTR を用いた研究開発ではなく、その再稼働自体が重要な課題であったが、新規制

基準に対応した設置変更許可を取得できたことは評価される。必要と考えられる各種

要素技術の研究開発やシステム設計は着実に進められていると判断されるが、社会か

ら寄せられる期待も大きくなっており、連続水素製造設備の商業化に向けた課題も検

討するフェーズに入りつつあるように思われる。 
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 高温ガス炉を利用した電気、熱化学水素の経済性が従来の技術を利用したものに比べ

有利になるかの経済性を計算してほしい。 
 HTTR の再稼働に向けた準備が進捗し、研究開発も着実に進展を遂げており、総合的

に計画を上回る成果が得られたと判断する。近々、中国の HTR-PM も運開し、今後、

米国においても新政権の下で高温ガス炉の開発も進められものと予想される。これら

の国では、豊富な資金で急に開発を立ち上げるため、第 4 期中長期計画の策定にあた

っては、これらの開発動向に注視する必要がある。類似の計画が後追いで立ち上げら

れ、開発途中で逆転されて、二番煎じとならないよう留意願いたい。 
 高温ガス炉および熱利用技術開発について、課題明確化や目標達成までのマイルスト

ーン設定などの検討が必要と思われる。 
 
（6）社会的貢献 
  ① 科学技術政策、社会的・経済的意義／ニーズへの適合性 

人文社会系委員（2 名）のうち、2 名の委員が B と評価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 「炭酸ガスを排出しない水素製造法である IS プロセスの開発は世界がカーボンフ

リーに向かう上で重要な貢献をなすもの」であろうと推測はできる。開発の事実は

高く評価されるべきだが、どのように世界的な脱炭素社会のニーズに適合するのか

は技術の実装・普及戦略なしに判断できない。実用高温ガス炉についても同様であ

ると考える。 
 設置変更許可を取得など、高温ガス炉が有する固有の安全性は社会の要請に応える

ことができることを社会がより深く理解できるようなコミュニケーションの方法

を、現場の研究者・技術者だけではなく原子力機構全体で支援し専門の人材を配置

して実施する必要性を感じます。 
 

② 研究開発課題／成果の社会的受容性 
（社会へ及ぼす影響度の想定、研究倫理的妥当性） 
人文社会系委員（2 名）のうち、1 名の委員が B、1 名の委員が C と評価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 HTTR の安全性、水素製造の要素技術について広く発信したとあるが、プレスリリ

ースや新聞報道によってどのように社会的受容性が向上すると考えているのか不

明である。また実用高温ガス炉と水素製造技術研究の倫理的妥当性についての検討

の報告は見当たらなかった。またこれら 2 つが実現した時の社会に与える影響度に

ついて、要素技術についてではなく、システム全体としての検討も見当たらない。

ただし、第 3 期中期計画全体として要素技術の発信について着実に成果を上げてき

ていると考えるので、期間評価は B としたい。 
 このほど ICRP Publication 146 が発行されており以下の内容は抜粋であるが、こ

のような視点での取り組みは第 3 期中長期計画ではまだ準備段階のように感じまし
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た。JAEA 全体としての取り組みも必要と思います。責任ある組織は、地域の状況

のより良い評価、適切で実践的な放射線防護文化の発展、および影響を受ける人々

の間での情報に基づいた意思決定を達成するために、専門家との協力的なプロセス

（共同専門知プロセス）に地域社会が関与することを促進すべきである。大規模原

子力事故が発生した場合、その影響を緩和するためには、準備計画が不可欠であり、

ステークホルダーを巻き込む必要がある。 
 

③ 成果の波及効果を十分に見極めるなど、長期的・文化的な観点に立った評価 
人文社会系委員（2 名）のうち、2 名の委員が B と評価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 日本の産業界とのビジネスモデルについての検討、ポーランドに対する技術協力を

活発に行っていることは評価できるが、それらがどのように結びついて高温ガス炉、

並びに水素製造技術の実用に至るのか中長期的な視点からの戦略、ビジネスモデル

の検討の中身が示されているべきである。 
 長期的な視野に立って、将来的に社会活性につながる研究課題／成果だと思います。

熱利用技術開発や熱化学法 IS プロセスの開発は他分野への応用など、視点を変え

た波及効果の可能性はあると思われます。設置変更許可を取得され、SMR 安全基

準整備により、実用高温ガス炉の安全基準構築に貢献していることは大変有意義で

す。一方で、2011 年以降に大学で原子力工学・理学を専攻する学生は減少したまま

であり若手（女性を含む）の人材確保は喫緊の課題です。行政の縦割りで行われて

いる、例えば文科省国際原子力人材育成イニシアティブ事業に採択されている機関

などとも、今期は難しくても次期にはぜひ積極的に連携を検討できないものでしょ

うか。 
 

④ 新規科学技術の研究開発や利活用におけるリスク発生の可能性 
人文社会系委員（2 名）のうち、1 名の委員が A 及び 1 名の委員が B と評価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 実用高温ガス炉の安全基準の整備を推進し、HTTR の許可取得は安全基準の構築に

寄与する成果であり、リスク発生の回避に資するものと評価できる。 
 今後のエネルギー政策を考えるにあたって小規模の原子炉の実用化は重要と思い

ますので、日本社会での冷静な議論と核エネルギー利用への理解が進むことは開発

の一部として肝要と考えます。核利用反対者も巻き込んだ議論および対話を成り立

たせる努力が必要かもしれません。異常の早期発見対処のために膨大な監視データ

を分析できるインフォマティクスを担う人材育成は進んでいるのでしょうか。  
 
 

⑤ 国内外他機関、産業界との連携の妥当性 
人文社会系委員（2 名）のうち、1 名の委員が A 及び 1 名の委員が B と評価した。 
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以下に代表的なコメントを示す。 
 それぞれについて活発に活動されていて評価できるが、相互の関係性がわかるとな

およい。なんのためになぜこの連携が必要で相互にそれらがどう結びついているの

かなど。 
 報告書資料に、JAEA 発ベンチャーを設立し、産業界と連携して海外プロジェクト

へ参加することを目指し、日本の利益については、高温ガス炉産学官協議会、高温

ガス炉実用化研究協力推進プロジェクトチームにおいて議論を進めている、と拝見

したと思うのですが、報告会ではベンチャー設立のお話は無かったような記憶です

ので今後に期待しています。自由市場において経済性が十分に自立する見通しにつ

いて、例えば初期投資コスト、建設工期の短縮、ランニングコスト、など電気事業

者および金融業界などの視点はいかがでしょうか。 
 

⑥ 総合所見 
人文社会系委員（2 名）のうち、2 名の委員が B と評価した。 
以下に代表的なコメントを示す。 
 R3 の計画は R2 年度の実績の延長であるが、国産技術の海外展開にむけて国や産

業界と協力をし、戦略を練り、ビジネスモデルを具体化すると表明している点は高

く評価したい。意思の表明だけでなく、R3 年度の年度報告ではその具体が報告さ

れることを望む。その点を期待して見込み評価は社会的受容性を B とするが、他は

R3 年度の計画に R2 と比べて顕著な進捗を感じないので R2 年度の実績と同様の

評価、意見である。R3 年度は次期中長期計画の策定時期でもあるので、なんども

繰り返しになるが、実用高温ガス炉と水素技術の社会実装ならびにそこからのイノ

ベーションをどのように実現するのかについて中長期のシナリオを描き、それを外

部識者も交えて議論し、実効性と実現性のある工程表を書くべきと考える。それに

基づいて評価指標を作成するのが望ましい。 
 今年度評価から人文・社会科学系委員を置くとして頂きましたので、技術面のこと

は不勉強ながら生意気にも評価させて頂きました。産学官の垣根を超えた人材・技

術・産業基盤のさらなる強化、原子力需要が増加する新興国への積極的な貢献、開

発者目線で将来に稼働後の老朽化に対する保守点検計画の立案など、多くの期待を

しています。 
 
5.4 まとめ 
 令和 2 年度研究実績の年度評価は、技術系委員 10 名のうち、1 名の委員が S 評価、8 名の

委員が A 評価及び 1 名の委員が B 評価と評価し、総合評価として A 評価を受けた。また、

人文社会系委員 2 名のうち、2 名の委員が B 評価と評価した。さらに、第 3 期中長期計画の

見込評価については、技術系委員 10 名のうち、1 名の委員が S 評価、8 名の委員が A 評価及

び 1 名の委員が B 評価と評価し、総合評価として A 評価を受けた。加えて、人文社会系委員

2 名のうち、2 名の委員が B 評価と評価した。 
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 令

和
2
年

度
実

績
の

評
価

点
及

び
評

価
委

員
か

ら
の

意
見

一
覧

 
（

1）
技

術
系

委
員

 
総

合
評

価
；

Ｓ
判

定
１

名
、

Ａ
判

定
８

名
、

Ｂ
判

定
１

名
 

評
価

点
 

高 温 ガ ス 炉 技 術 研 究 開 発
 

H
TT

R
の

新
規

制
基

準
へ

の

適
合

性
確

認
の

対
応

（
原

子

力
規

制
庁

に
よ

る
審

査
）

 

①
設

置
変

更
許

可
を

取
得

し
、

再
稼

働
に

向
け

た
手

続
き

が
着

実
に

進
め

ら
れ

て
い

る
。

 
S 

②
B

D
B

A
に

対
す

る
具

体
的

な
考

え
方

を
規

制
の

中
で

整
理

で
き

た
こ

と
は

、
高

温
ガ

ス
炉

に
限

ら
ず

安
全

規
制

の
継

続
的

改
善

の
観

点
で

も
大

き
な

成
果

と
思

い
ま

す
。

一
方

、
今

後
何

ら
か

の
自

然
災

害
が

発
生

し
た

と
し

て

も
20

11
年

時
の

よ
う

な
長

期
停

止
な

く
、

継
続

的
に

研
究

開
発

が
で

き
る

よ
う

な
備

え
が

必
要

と
思

い
ま

す
。

（
規

制
対

応
を

超
え

ま
す

が
）

重
要

度
が

高
く

な
い

SS
C

s
も

含
め

て
検

討
を

さ
れ

る
と

さ
ら

に
よ

い
成

果
が

得

ら
れ

る
と

思
い

ま
す

。
 

S 

③
H

TT
R

に
お

い
て

炉
心

溶
融

が
起

こ
ら

な
い

こ
と

が
N

R
A

に
認

め
ら

れ
た

こ
と

は
今

後
の

高
温

ガ
ス

炉
の

実

用
化

に
向

け
大

変
大

き
な

成
果

で
あ

る
。

進
捗

も
計

画
通

り
。

 
S 

④
H

TT
R
の

固
有

の
安

全
性

を
十

分
取

り
入

れ
た

内
容

で
新

規
性

基
準

に
対

応
し

た
許

可
を

取
得

し
て

お
り

極
め

て
高

く
評

価
で

き
る

。
 

S 

⑤
原

子
力

防
災

上
の

観
点

も
含

め
高

温
ガ

ス
炉

の
安

全
性

が
原

子
力

規
制

庁
に

認
め

ら
れ

た
こ

と
は

極
め

て
重

要

で
評

価
で

き
る

。
 

S 

⑥
新

規
制

基
準

へ
の

適
合

性
の

審
査

に
つ

い
て

、
設

置
変

更
許

可
を

規
制

庁
か

ら
取

得
し

た
。

 
S 

⑦
再

稼
働

に
向

け
た

取
り

組
み

は
高

く
評

価
で

き
、

20
21

年
7
月

に
実

現
で

き
る

こ
と

を
期

待
し

ま
す

。
 

S 
⑧

H
TT

R
の

安
全

上
の

特
性

を
規

制
当

局
に

理
解

さ
せ

る
こ

と
が

で
き

、
大

き
な

追
加

工
事

を
行

う
こ

と
な

く
再

稼
働

が
見

通
せ

る
設

工
認

レ
ベ

ル
ま

で
進

捗
し

た
。
特

に
E

A
L
を

適
切

に
設

定
で

き
た

こ
と

は
、
今

後
の

商
用

炉

開
発

に
お

い
て

有
用

な
指

針
が

得
ら

れ
た

も
の

と
考

え
る

。
 

S 

⑨
H

TT
R
の

安
全

性
を

認
め

る
許

可
を

正
式

に
取

得
し

、
E

A
L
に

関
し

、
措

置
不

要
と

す
る

な
ど

が
で

き
た

事
は

大
い

に
評

価
で

き
る

。
 

S 

⑩
－

 
A
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実
用

高
温

ガ
ス

炉
シ

ス
テ

ム

の
安

全
基

準
の

整
備

に
向

け

た
燃

料
設

計
限

度
の

考
え

方

提
示

 

①
燃

焼
日

数
を

長
く

し
た

炉
心

を
対

象
に

適
用

性
が

確
認

さ
れ

て
い

る
。

 
A

 
②

－
 

A
 

③
高

温
ガ

ス
炉

の
実

用
化

に
向

け
た

考
え

方
が

提
示

で
き

て
お

り
、

顕
著

な
成

果
で

あ
る

。
 

A
 

④
燃

焼
日

数
が

よ
り

長
い

炉
心

に
対

し
て

燃
料

設
計

限
度

の
考

え
方

の
適

用
を

確
認

し
て

お
り

着
実

な
進

捗
が

認

め
ら

れ
る

。
 

B
 

⑤
提

案
し

た
燃

料
設

計
限

度
の

適
用

性
の

確
認

を
完

了
。

 
S 

⑥
燃

焼
日

数
を

60
日

長
く

し
た

炉
心

を
対

象
に

、
燃

料
の

追
加

破
損

を
許

容
す

る
燃

料
設

計
限

度
の

考
え

方
の

適
用

性
を

確
認

。
 

A
 

⑦
安

全
裕

度
が

上
が

り
、

熱
利

用
施

設
の

非
原

子
力

施
設

化
へ

の
貴

重
な

成
果

で
あ

る
。

 
A

 
⑧

燃
料

設
計

限
度

の
評

価
指

標
は

判
断

基
準

を
満

足
し

て
お

り
、

計
画

通
り

で
あ

る
。

 
B

 
⑨

具
体

的
な

燃
料

の
追

加
破

損
を

許
容

す
る

燃
料

設
計

限
度

の
適

用
性

を
確

認
し

た
こ

と
は

評
価

で
き

る
。

 
A

 
⑩

－
 

A
 

蒸
気

供
給

用
高

温
ガ

ス
炉

シ

ス
テ

ム
の

設
計

 
①

経
済

性
を

高
め

た
コ

ン
フ

ァ
イ

ン
メ

ン
ト

概
念

を
提

示
し

て
い

る
。

 
A

 
②

－
 

A
 

③
目

標
が
「

大
幅

な
削

減
」
と

あ
り

定
量

評
価

が
で

き
な

い
目

標
。
約

30
％

の
建

設
コ

ス
ト

低
減

は
顕

著
と

ま
で

は
言

い
難

い
。

 
B

 

④
新

た
に

経
済

性
に

優
れ

た
コ

ン
フ

ァ
イ

ン
メ

ン
ト

概
念

を
提

示
し

て
お

り
、

今
後

の
成

果
の

発
展

が
期

待
で

き

る
。

 
A

 

⑤
大

幅
に

コ
ス

ト
削

減
可

能
な

コ
ン

フ
ァ

イ
ン

メ
ン

ト
の

合
理

化
案

を
提

示
。

 
S 

⑥
原

子
炉

建
家

の
建

設
コ

ス
ト

を
令

和
元

年
度

の
設

計
か

ら
約

30
％

削
減

可
能

な
コ

ン
フ

ァ
イ

ン
メ

ン
ト

概
念

を
提

示
。

 
A

 

⑦
コ

ン
フ

ァ
イ

ン
メ

ン
ト

設
計

で
安

全
性

も
経

済
性

も
向

上
し

て
お

り
、

実
機

適
用

へ
の

展
開

も
期

待
し

ま
す

。
 

A
 

⑧
上

記
条

件
の

も
と

で
建

設
コ

ス
ト

を
30

％
削

減
す

る
コ

ン
フ

ァ
イ

ン
メ

ン
ト

構
造

の
見

通
し

を
得

た
こ

と
は

商
用

炉
開

発
を

加
速

さ
せ

る
に

値
す

る
成

果
で

あ
る

。
 

A
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⑨
原

子
炉

建
家

の
建

設
コ

ス
ト

30
％

削
減

可
能

な
コ

ン
フ

ァ
イ

ン
メ

ン
ト

概
念

の
提

示
は

年
度

計
画

を
上

回
る

成
果

と
評

価
。

 
A

 

⑩
－

 
A

 
水 素 製 造

 
技 術 研 究 開 発

 

H
TT

R
と

の
接

続
を

想
定

し

た
起

動
・

停
止

な
ど

の
運

転

手
順

検
証

及
び

運
転

後
の

プ

ロ
セ

ス
機

器
の

腐
食

・
劣

化

に
関

す
る

デ
ー

タ
取

得
と

有

効
性

確
証

 

①
運

転
中

の
自

動
組

成
制

御
に

向
け

て
、

制
御

変
数

の
決

定
や

変
数

間
の

相
関

関
係

の
分

析
な

ど
、

そ
の

準
備

が

進
め

ら
れ

て
い

る
。

発
生

し
た

課
題

に
も

対
応

し
て

い
る

。
 

A
 

②
－

 
A

 
③

自
動

組
成

制
御

に
向

け
た

計
算

式
ま

で
構

築
で

き
て

お
り

、
顕

著
な

成
果

と
認

め
ら

れ
る

。
 

A
 

④
オ

ン
ラ

イ
ン

か
つ

迅
速

に
計

算
で

き
る

溶
液

組
成

法
を

提
示

し
妥

当
性

を
検

証
し

て
お

り
、

今
後

の
技

術
の

発

展
・

波
及

が
期

待
で

き
る

。
 

A
 

⑤
迅

速
に

計
算

で
き

る
新

た
な

溶
液

組
成

計
算

法
を

提
示

し
て

妥
当

性
を

検
証

し
、

自
動

組
成

制
御

の
た

め
へ

の

貢
献

が
大

き
い

。
安

定
し

た
水

素
製

造
に

成
功

し
て

い
る

。
 

S 

⑥
自

動
組

成
制

御
に

向
け

た
制

御
パ

ラ
メ

ー
タ

及
び

物
性

デ
ー

タ
を

取
得

し
た

。
 

水
素

製
造

量
92

L/
h（

28
時

間
）

を
達

成
し

た
。

 
A

 

⑦
自

動
組

成
制

御
に

向
け

た
長

期
組

成
変

動
制

御
の

た
め

の
パ

ラ
メ

ー
タ

抽
出

や
多

成
分

系
の

デ
ー

タ
整

備
は

ご

苦
労

さ
れ

た
と

思
料

い
た

し
ま

す
。

プ
ロ

セ
ス

機
器

の
改

善
に

反
映

さ
れ

、
水

素
製

造
効

率
が

上
が

る
こ

と
を

期

待
し

ま
す

。
 

A
 

⑧
自

動
組

成
制

御
に

向
け

た
制

御
パ

ラ
メ

ー
タ

及
び

物
性

デ
ー

タ
を

取
得

す
る

だ
け

で
な

く
、

オ
ン

ラ
イ

ン
か

つ

迅
速

に
計

算
で

き
る

新
た

な
溶

液
組

成
計

算
法

を
提

示
し

て
妥

当
性

を
検

証
で

き
た

。
 

A
 

⑨
連

続
運

転
の

た
め

の
オ

ン
ラ

イ
ン

制
御

パ
ラ

メ
ー

タ
デ

ー
タ

の
整

備
は

今
後

の
安

定
運

転
に

大
い

に
貢

献
で

き

る
成

果
と

評
価

す
る

が
、

硫
黄

析
出

問
題

は
本

質
的

な
課

題
で

あ
り

、
根

本
的

な
対

応
が

必
要

と
考

え
る

。
 

B
 

⑩
連

続
水

素
製

造
時

の
自

動
組

成
制

御
は

コ
ス

ト
低

減
の

観
点

か
ら

も
重

要
。

連
続

運
転

の
実

証
は

重
要

な
成

果

だ
が

、
安

定
性

に
課

題
有

と
思

わ
れ

る
。

 
B

 

硫
酸

分
解

器
に

適
用

す
る

新

規
耐

食
合

金
の

耐
食

性
能

評

①
計

画
通

り
進

め
ら

れ
て

い
る

。
 

B
 

②
－

 
B
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価
 

③
金

属
材

料
に

よ
る

ル
ー

プ
構

成
が

で
き

れ
ば

実
用

化
が

大
き

く
進

む
と

考
え

ら
れ

る
。

本
項

目
へ

の
注

力
、

研

究
促

進
を

期
待

し
た

い
。

 
B

 

④
計

画
通

り
実

施
し

て
お

り
着

実
な

進
捗

が
認

め
ら

れ
る

。
 

B
 

⑤
新

規
耐

食
合

金
に

対
し

て
、

耐
食

性
評

価
試

験
及

び
高

温
引

張
試

験
を

行
い

、
優

れ
た

耐
食

性
能

及
び

高
温

引

張
特

性
を

明
ら

か
に

し
た

。
 

S 

⑥
新

規
耐

熱
耐

食
合

金
を

開
発

し
、

民
間

企
業

と
共

同
で

特
許

を
出

願
し

た
。

 
A

 
⑦

硫
酸

分
解

器
の

環
境

に
耐

え
得

る
合

金
の

技
術

的
キ

ー
ポ

イ
ン

ト
と

改
善

の
方

向
性

を
見

出
し

た
点

は
評

価
で

き
る

。
機

械
的

特
性

な
ど

設
計

と
関

わ
る

点
は

該
当

部
門

と
も

連
携

し
て

進
め

る
こ

と
。

 
A

 

⑧
化

学
的

な
腐

食
の

場
合

は
、
腐

食
量

だ
け

で
な

く
、
腐

食
し

て
系

統
内

に
流

れ
込

ん
だ

物
質

が
IS

プ
ロ

セ
ス

の

連
続

運
転

に
影

響
を

与
え

る
影

響
も

検
討

し
て

材
料

選
定

し
た

方
が

よ
い

。
 

B
 

⑨
年

度
計

画
を

充
分

達
成

。
 

A
 

⑩
新

規
耐

食
合

金
の

特
許

出
願

は
民

間
企

業
と

の
連

携
の

観
点

か
ら

も
重

要
。

 
A

 
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
へ

の
核

分
裂

生
成

物
の

沈
着

低
減

技
術

に

つ
い

て
、

候
補

合
金

の
核

分

裂
生

成
物

の
沈

着
量

評
価

 

①
適

切
な

評
価

が
な

さ
れ

、
既

存
の

知
見

を
変

え
る

デ
ー

タ
を

得
た

こ
と

は
評

価
さ

れ
る

。
 

A
 

②
－

 
A

 
③

過
去

の
デ

ー
タ

を
書

き
換

え
る

成
果

で
、

か
つ

、
実

用
化

に
向

け
有

効
な

デ
ー

タ
が

取
得

で
き

て
い

る
。

 
A

 
④

銀
の

沈
着

特
性

に
つ

い
て

一
般

的
・

工
学

的
に

有
用

な
デ

ー
タ

を
取

得
す

る
と

こ
ろ

ま
で

成
果

が
発

展
し

て
お

り
高

く
評

価
で

き
る

。
 

A
 

⑤
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
保

守
時

の
被

ば
く

線
量

率
を

評
価

し
、

制
限

値
を

満
足

す
る

こ
と

を
確

認
。

 
S 

⑥
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
保

守
時

の
作

業
員

被
ば

く
線

量
率

は
従

来
設

計
値

の
約

1/
10

0、
制

限
値

の
約

1/
10

で
あ

る
こ

と
を

見
出

し
た

。
 

S 

⑦
沈

着
量

評
価

は
貴

重
な

結
果

と
思

料
い

た
し

ま
す

。
 

A
 

⑧
最

新
の

評
価

方
法

を
用

い
て

、
従

来
の

文
献

値
に

代
わ

る
新

た
な

合
金

状
態

図
を

提
案

で
き

る
予

定
と

の
こ

と

で
あ

り
、

学
術

的
な

貢
献

は
大

き
い

。
 

A
 

⑨
年

度
計

画
を

充
分

達
成

。
 

A
 

JAEA-Evaluation 2022-001

- 24 -



 

 
 

⑩
－

 
A

 

人 材 育 成
 

国
内

外
の

研
究

者
・

技
術

者

の
受

け
入

れ
実

績
 

①
新

型
コ

ロ
ナ

感
染

対
策

下
で

、
当

初
計

画
を

上
回

る
実

績
を

残
し

て
い

る
。

 
A

 
②

－
 

A
 

③
受

け
入

れ
た

学
生

が
職

員
に

応
募

・
採

用
さ

れ
た

か
ど

う
か

な
ど

、
具

体
的

な
成

果
の

有
無

で
評

価
し

た
い

。
 

B
 

④
コ

ロ
ナ

禍
の

状
況

に
も

関
わ

ら
ず

多
数

の
実

習
生

を
受

入
れ

人
材

育
成

に
あ

た
っ

て
お

り
高

く
評

価
で

き
る

。
 

A
 

⑤
国

際
セ

ミ
ナ

ー
を

開
催

し
、

国
内

外
の

研
究

者
・

技
術

者
へ

の
技

術
継

承
・

普
及

が
進

展
。

 
A

 
⑥

年
度

目
標

を
上

回
る

、
夏

期
休

暇
実

習
生

12
名

、
学

生
実

習
生

2
名

を
受

け
入

れ
た

。
 

A
 

⑦
人

材
育

成
は

労
を

要
し

ご
苦

労
さ

れ
た

こ
と

察
し

ま
す

。
育

成
し

た
人

材
の

受
け

皿
が

あ
る

よ
う

に
H

TT
R
再

稼
働

や
高

温
ガ

ス
炉

の
実

用
化

を
期

待
し

ま
す

。
 

A
 

⑧
研

究
者

・
技

術
者

の
受

け
入

れ
数

は
目

標
を

上
回

っ
て

お
り

計
画

は
達

成
で

き
た

も
の

と
考

え
ら

れ
る

。
 

A
 

⑨
年

度
計

画
を

充
分

達
成

。
 

A
 

⑩
－

 
A

 

産 業 界 と の 連 携
 

産
学

官
協

議
会

で
の

協
議

 
国

際
協

力
の

推
進
（

既
存

、
新

規
）

 

①
英

国
、

ポ
ー

ラ
ン

ド
と

の
国

際
協

力
の

拡
大

は
大

き
な

成
果

と
考

え
ら

れ
る

。
 

S 
②

－
 

S 
③

日
英

の
枠

組
み

を
構

築
し

た
こ

と
は

顕
著

な
成

果
と

認
め

ら
れ

る
。

 
A

 
④

ポ
ー

ラ
ン

ド
に

加
え

英
国

と
も

具
体

的
な

協
力

関
係

を
確

立
し

つ
つ

あ
り

極
め

て
高

く
評

価
で

き
る

。
 

S 
⑤

産
学

官
協

議
会

で
の

協
議

で
、

産
業

界
か

ら
の

理
解

を
得

て
い

る
。

ポ
ー

ラ
ン

ド
、

英
国

と
の

協
力

が
進

ん
で

い
る

。
 

S 

⑥
ポ

ー
ラ

ン
ド

と
の

協
力

関
係

を
維

持
し

つ
つ

、
英

国
N

N
L

及
び

O
N

R
と

の
協

力
の

取
決

め
を

新
た

に
締

結

し
た

。
 

A
 

⑦
－

 
A

 
⑧

高
温

ガ
ス

炉
は

積
極

的
に

国
際

協
力

が
推

進
さ

れ
て

お
り

、
ポ

ー
ラ

ン
ド

に
加

え
英

国
と

の
協

力
も

緒
に

つ
い

た
。

 
A

 

⑨
年

度
計

画
を

充
分

達
成

。
 

A
 

JAEA-Evaluation 2022-001

- 25 -



 

 
 

⑩
－

 
A

 

総
合

所
見

 

①
H

TT
R
に

関
し

て
は

、
設

置
変

更
許

可
を

取
得

し
、
再

稼
働

に
向

け
た

ス
テ

ッ
プ

が
着

実
に

進
め

ら
れ

て
い

る
。

熱
利

用
に

つ
い

て
は

、
要

素
技

術
等

の
耐

久
性

向
上

と
運

転
制

御
を

意
識

し
た

慎
重

な
検

討
が

行
わ

れ
て

い
る

。
 

A
 

②
適

切
に

進
捗

し
て

い
る

と
理

解
さ

れ
ま

す
。

 
A

 
③

昨
年

度
も

記
載

し
ま

し
た

が
、

目
標

が
曖

昧
な

た
め

、
評

価
が

難
し

い
項

目
が

有
り

ま
す

。
高

温
ガ

ス
炉

の
実

用
化

及
び

そ
の

判
断

の
た

め
、

各
年

度
で

各
技

術
が

ど
の

レ
ベ

ル
に

達
成

し
て

い
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
か

の
技

術

的
な

定
量

目
標

を
示

し
、

そ
れ

に
対

す
る

達
成

度
合

い
を

評
価

す
べ

き
と

考
え

ま
す

。
 

A
 

④
計

画
を

確
実

に
達

成
し

た
の

み
な

ら
ず

、
規

制
対

応
・

国
際

協
力

で
大

き
な

成
果

を
上

げ
て

お
り

高
く

評
価

で

き
る

。
 

A
 

⑤
与

え
ら

れ
た

資
産

、
情

報
、

交
流

を
活

用
し

、
年

度
目

的
に

向
け

て
研

究
開

発
を

良
く

進
め

て
い

る
。

人
材

育

成
、

産
業

界
と

の
連

携
も

進
ん

で
い

る
。

 
S 

⑥
設

置
変

更
許

可
取

得
し

た
も

の
の

再
稼

働
時

期
に

つ
い

て
は

不
明

で
あ

る
。

 
A

 
⑦

高
温

ガ
ス

炉
研

究
開

発
は

順
調

と
思

わ
れ

、
水

素
製

造
な

ど
熱

利
用

は
時

運
に

乗
っ

た
早

期
の

実
用

化
を

期
待

し
ま

す
。

 
A

 

⑧
H

TT
R
の

再
稼

働
に

向
け

た
準

備
が

進
捗

し
、
研

究
開

発
も

着
実

に
進

展
を

遂
げ

て
い

る
。

IS
法

は
ブ

ン
ゼ

ン

反
応

工
程

で
硫

黄
の

析
出

が
確

認
さ

れ
た

と
の

こ
と

で
あ

る
が

、
米

仏
が

実
施

し
た

試
験

で
も

ブ
ン

ゼ
ン

工
程

が

う
ま

く
い

か
な

か
っ

た
た

め
、

是
非

と
も

こ
の

課
題

を
乗

り
越

え
て

い
た

だ
き

た
い

。
 

A
 

⑨
H

TT
R
の

安
全

性
を

認
め

る
許

可
を

正
式

に
取

得
し

、
実

験
再

稼
働

の
具

体
的

計
画

に
漕

ぎ
つ

け
た

こ
と

は
評

価
で

き
る

。
ま

た
、

装
置

シ
ス

テ
ム

の
各

種
合

理
化

・
最

適
化

・
課

題
解

決
や

人
材

育
成

、
国

際
協

力
な

ど
所

定

の
成

果
を

出
し

評
価

で
き

る
。

 
A

 

⑩
水

素
製

造
に

関
し

、
熱

交
換

器
の

閉
塞

が
発

生
す

る
な

ど
安

定
性

が
不

十
分

。
ス

ケ
ー

ル
ア

ッ
プ

や
コ

ス
ト

目

標
達

成
に

向
け

た
課

題
の

明
確

化
が

必
要

と
思

わ
れ

る
。

 
B
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 （

2）
人

文
社

会
系

委
員

 
総

合
評

価
；

Ｂ
判

定
２

名
 

評
価

点
 

科
学

技
術

政
策

、
社

会
的
・
経

済
的

意
義

／
ニ

ー
ズ

へ
の

適
合

性
 

「
炭

酸
ガ

ス
を

排
出

し
な

い
水

素
製

造
法

で
あ

る
IS

プ
ロ

セ
ス

の
開

発
は

世
界

が
カ

ー
ボ

ン
フ

リ
ー

に
向

か
う

上
で

重
要

な
貢

献
を

な
す

も
の

」
で

あ
ろ

う
と

推
測

は
で

き
る

。
開

発
の

事
実

は
高

く
評

価
さ

れ
る

べ
き

だ
が

、

ど
の

よ
う

に
世

界
的

な
脱

炭
素

社
会

の
ニ

ー
ズ

に
適

合
す

る
の

か
は

技
術

の
実

装
・

普
及

戦
略

な
し

に
判

断
で

き

な
い

。
実

用
高

温
ガ

ス
炉

に
つ

い
て

も
同

様
で

あ
る

と
考

え
る

。
 

B
 

エ
ネ

ル
ギ

ー
ミ

ッ
ク

ス
に

お
い

て
一

翼
を

担
え

る
重

要
な

課
題

で
あ

り
、

カ
ー

ボ
ン

フ
リ

ー
水

素
の

供
給

源
と

し

て
も

非
常

に
有

望
と

思
わ

れ
ま

す
。

新
規

制
基

準
適

合
性

に
係

る
原

子
炉

設
置

変
更

許
可

の
取

得
に

つ
い

て
も

大

変
喜

ば
し

い
こ

と
と

思
い

ま
す

。
 

B
 

研
究

開
発

課
題

／
成

果
の

社
会

的

受
容

性
（

社
会

へ
及

ぼ
す

影
響

度

の
想

定
、

研
究

倫
理

的
妥

当
性

）
 

H
TT

R
の

安
全

性
、

水
素

製
造

の
要

素
技

術
に

つ
い

て
広

く
発

信
し

た
と

あ
る

が
、

プ
レ

ス
リ

リ
ー

ス
や

新
聞

報

道
に

よ
っ

て
ど

の
よ

う
に

社
会

的
受

容
性

が
向

上
す

る
と

考
え

て
い

る
の

か
不

明
で

あ
る

。
ま

た
実

用
高

温
ガ

ス

炉
と

水
素

製
造

技
術

研
究

の
倫

理
的

妥
当

性
に

つ
い

て
の

検
討

の
報

告
は

見
当

た
ら

な
か

っ
た

。
ま

た
こ

れ
ら

2
つ

が
実

現
し

た
時

の
社

会
に

与
え

る
影

響
度

に
つ

い
て

、
要

素
技

術
に

つ
い

て
で

は
な

く
、

シ
ス

テ
ム

全
体

と
し

て
の

検
討

も
見

当
た

ら
な

い
。

 

C
 

現
時

点
で

脱
原

発
の

世
論

が
一

部
に

は
あ

る
中

で
、

H
TT

R
が

国
民

の
多

く
に

安
心

さ
れ

る
研

究
課

題
／

成
果

と

し
て

理
解

さ
れ

て
い

る
と

は
言

い
難

い
で

す
。
自

主
的

な
発

信
と

し
て

プ
レ

ス
発

表
5
件

で
は

国
民

が
H

TT
R
研

究
開

発
成

果
を

理
解

す
る

に
は

不
十

分
と

思
わ

れ
ま

す
。
国

民
へ

の
情

報
発

信
は

H
TT

R
だ

け
で

な
く

JA
E

A
全

体
と

し
て

も
っ

と
取

り
組

み
の

強
化

を
期

待
し

ま
す

。
 

欧
文

論
文

発
表

お
よ

び
講

演
は

積
極

的
に

行
わ

れ
て

お
り

、
研

究
内

容
・

研
究

成
果

を
国

際
的

に
発

信
し

て
い

る

と
言

え
ま

す
。

 
JA

E
A

全
体

と
し

て
研

究
開

発
活

動
上

の
不

正
行

為
の

防
止

に
関

す
る

行
動

規
範

が
定

め
ら

れ
て

い
る

よ
う

で
す

が
、

H
TT

R
で

は
そ

の
た

め
に

ど
の

よ
う

な
取

り
組

み
が

行
わ

れ
て

い
る

か
報

告
会

で
は

明
ら

か
で

は
あ

り
ま

せ

ん
で

し
た

。
 

 

C
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 成

果
の

波
及

効
果

を
十

分
に

見
極

め
る

な
ど

、
長

期
的
・
文

化
的

な
観

点
に

立
っ

た
評

価
 

日
本

の
産

業
界

と
の

ビ
ジ

ネ
ス

モ
デ

ル
に

つ
い

て
の

検
討

、
ポ

ー
ラ

ン
ド

に
対

す
る

技
術

協
力

を
活

発
に

行
っ

て

い
る

こ
と

は
評

価
で

き
る

か
、

そ
れ

ら
が

ど
の

よ
う

に
結

び
つ

い
て

高
温

ガ
ス

炉
、

並
び

に
水

素
製

造
技

術
の

実

用
に

至
る

の
か

中
長

期
的

な
視

点
か

ら
の

戦
略

、
ビ

ジ
ネ

ス
モ

デ
ル

の
検

討
の

中
身

が
示

さ
れ

て
い

る
べ

き
で

あ

る
。

 

B
 

発
電

、
水

素
製

造
な

ど
多

様
な

産
業

利
用

が
見

込
ま

れ
、

原
子

力
利

用
の

多
様

化
・

高
度

化
に

貢
献

す
る

可
能

性

の
あ

る
研

究
課

題
と

思
わ

れ
ま

す
。

熱
利

用
系

の
接

続
に

関
す

る
他

分
野

へ
の

応
用

技
術

の
確

立
に

波
及

効
果

を

当
て

ら
れ

る
こ

と
を

期
待

し
ま

す
。

 
若

手
や

女
性

、
外

国
籍

が
積

極
的

に
登

用
・

活
用

さ
れ

て
い

る
か

に
つ

い
て

、
原

子
力

機
構

の
人

材
ポ

リ
シ

ー
に

基
づ

き
、

人
材

育
成

、
技

術
伝

承
の

促
進

等
を

目
的

と
し

た
キ

ャ
リ

ア
パ

ス
方

針
を

明
示

し
、

職
員

の
資

質
・

能

力
の

向
上

に
努

め
る

と
の

目
標

を
掲

げ
て

い
る

よ
う

で
す

。
今

回
の

報
告

で
は

学
生

の
短

期
受

け
入

れ
と

ポ
ー

ラ

ン
ド

研
究

者
へ

の
セ

ミ
ナ

ー
に

よ
る

若
手

職
員

育
成

と
の

こ
と

で
し

た
の

で
、

さ
ら

に
女

性
や

外
国

籍
の

積
極

的

な
登

用
・

活
用

を
期

待
し

ま
す

。
 

B
 

新
規

科
学

技
術

の
研

究
開

発
や

利

活
用

に
お

け
る

リ
ス

ク
発

生
の

可

能
性

 

実
用

高
温

ガ
ス

炉
の

安
全

基
準

の
整

備
を

推
進

し
、

H
TT

R
の

許
可

取
得

は
安

全
基

準
の

構
築

に
寄

与
す

る
成

果

で
あ

り
、

リ
ス

ク
発

生
の

回
避

に
資

す
る

も
の

と
評

価
で

き
る

。
 

A
 

H
TT

R
を

含
む

原
子

力
利

用
の

研
究

開
発

の
実

施
は

そ
の

軍
事

利
用

へ
の

危
惧

や
放

射
性

廃
棄

物
の

課
題

も
あ

り

常
に

社
会

的
論

争
に

な
っ

て
い

ま
す

。
 

27
日

の
委

員
会

で
も

コ
メ

ン
ト

さ
せ

て
頂

き
ま

し
た

が
、
原

子
力

機
構

全
体

お
よ

び
高

温
ガ

ス
炉

及
び

水
素

製
造

研
究

開
発

の
成

果
の

最
大

化
及

び
効

率
化

の
た

め
に

も
本

評
価

法
そ

の
も

の
の

透
明

性
に

疑
義

を
呈

さ
せ

て
頂

き

ま
す

。
評

価
の

実
施

者
で

あ
る

評
価

委
員

の
募

集
要

項
な

い
し

は
適

格
要

件
の

情
報

が
原

子
力

機
構

内
部

（
理

事

長
、

理
事

、
評

価
室

等
）

の
み

で
集

約
さ

れ
て

お
り

社
会

に
向

け
て

分
か

り
や

す
く

公
開

さ
れ

て
い

な
い

現
状

に

は
改

善
が

必
要

と
思

わ
れ

ま
す

。
社

会
か

ら
評

価
報

告
が

信
用

に
足

る
も

の
と

受
け

入
れ

る
た

め
に

は
、

評
価

報

告
書

と
一

緒
に

評
価

法
の

詳
細

に
つ

い
て

の
上

記
の

よ
う

な
委

員
登

用
を

含
ん

だ
情

報
の

公
開

を
希

望
し

ま
す

。

ま
た

、
同

時
に

委
員

個
別

の
利

益
相

反
co

nf
lic

t 
of

 in
te

re
st

も
公

開
す

べ
き

と
考

え
ま

す
。

以
上

の
情

報
公

開

を
持

っ
て

よ
う

や
く

社
会

は
本

評
価

法
の

前
提

を
知

る
こ

と
が

出
来

る
と

考
え

ま
す

。
原

子
力

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

安

C
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全
性

や
効

率
性

の
確

立
と

と
も

に
、

原
子

力
エ

ネ
ル

ギ
ー

へ
の

信
頼

を
取

り
戻

す
た

め
に

あ
ら

ゆ
る

面
で

透
明

性

は
と

て
も

重
要

だ
と

思
っ

て
い

ま
す

。
 

国
内

外
他

機
関

、
産

業
界

と
の

連

携
の

妥
当

性
 

そ
れ

ぞ
れ

に
つ

い
て

活
発

に
活

動
さ

れ
て

い
て

評
価

で
き

る
が

、
相

互
の

関
係

性
が

わ
か

る
と

な
お

よ
い

。
な

ん

の
た

め
に

な
ぜ

こ
の

連
携

が
必

要
で

相
互

に
そ

れ
ら

が
ど

う
結

び
つ

い
て

い
る

の
か

な
ど

。
 

A
 

H
TT

R
研

究
開

発
4
チ

ー
ム

間
や

、
異

分
野

間
の

連
携

と
協

働
は

努
力

さ
れ

て
い

る
よ

う
で

し
た

が
、
時

間
的

な

制
約

な
ど

大
変

ご
苦

労
が

あ
る

よ
う

に
思

わ
れ

ま
し

た
。

 
国

際
的

な
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

構
築

し
世

界
に

日
本

の
H

TT
R
技

術
を

導
入

す
る

た
め

の
方

策
と

し
て

、
現

在
進

め

ら
れ

て
い

る
海

外
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
日

本
が

参
加

し
て

リ
ー

ド
す

る
こ

と
を

目
標

と
し

て
進

め
て

お
ら

れ
る

と

の
こ

と
で

、
具

体
的

事
例

と
し

て
日

英
間

の
政

府
レ

ベ
ル

で
の

技
術

開
発

と
規

制
の

両
面

か
ら

の
協

力
体

制
を

構

築
し

て
お

り
、

今
後

も
多

く
の

国
と

の
研

究
連

携
が

期
待

さ
れ

ま
す

。
 

B
 

総
合

所
見

 

全
体

的
に

評
価

委
員

会
で

の
報

告
内

容
と

こ
の

評
価

シ
ー

ト
の

項
目

が
対

応
し

て
い

な
い

。
評

価
部

門
と

開
発

現

場
で

よ
く

議
論

を
重

ね
て

、
実

用
高

温
ガ

ス
炉

と
水

素
製

造
の

社
会

実
装

を
ゴ

ー
ル

と
し

た
シ

ナ
リ

オ
と

そ
れ

に

基
づ

く
評

価
項

目
を

策
定

し
て

ほ
し

い
。

 
B

 

令
和

2
年

度
の

研
究

成
果

に
つ

い
て

、
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

創
出

や
新

規
科

学
技

術
の

社
会

や
政

策
へ

の
橋

渡
し

に

お
い

て
生

じ
う

る
課

題
に

対
す

る
取

組
状

況
（

社
会

と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
、

研
究

倫
理

、
法

規
制

、
政

策

と
の

関
連

等
）

の
観

点
か

ら
評

価
し

、
成

果
等

の
創

出
に

向
け

た
着

実
な

進
展

が
認

め
ら

れ
ま

す
。

 
し

か
し

、
他

の
委

員
か

ら
関

連
の

質
問

が
あ

り
ま

し
た

が
、

設
計

基
準

事
故

を
超

え
る

よ
う

な
事

故
を

想
定

し
て

新
規

制
基

準
適

合
性

に
係

る
原

子
炉

設
置

変
更

許
可

を
取

得
し

た
こ

と
が

、
地

質
学

系
災

害
で

あ
る

地
震

津
波

を

十
分

に
想

定
し

た
と

し
て

も
、

他
の

災
害

で
あ

る
水

害
や

感
染

症
、

戦
争

や
テ

ロ
（

サ
イ

バ
ー

攻
撃

も
含

め
て

）

へ
の

対
応

に
つ

い
て

の
想

定
が

H
TT

R
開

発
部

門
の

み
で

は
難

し
い

よ
う

な
印

象
を

受
け

ま
し

た
の

で
、
外

部
専

門
家

と
の

連
携

が
必

要
な

の
で

は
な

い
か

と
思

い
ま

し
た

。
最

大
限

に
具

体
的

な
G

E
シ

ナ
リ

オ
を

作
成

し
、

そ

れ
に

対
応

を
検

討
で

き
る

よ
う

な
研

究
開

発
を

引
き

続
き

お
願

い
し

た
い

と
思

い
ま

す
。

 

B
 

   

JAEA-Evaluation 2022-001

- 29 -



 

 
 令

和
3
年

度
の

研
究

計
画

に
対

す
る

コ
メ

ン
ト

 
研

究
課

題
 

コ
メ

ン
ト

 
高

温
ガ

ス
炉

技
術

研
究

開
発

 
①

再
稼

働
が

間
近

に
迫

っ
て

い
る

が
、
ほ

ぼ
10

年
ぶ

り
の

運
転

と
な

る
た

め
、
運

転
ノ

ウ
ハ

ウ
の

忘
却

や
喪

失
な

ど
に

よ
る

様
々

な
ミ

ス
（

10
年

前
で

あ
れ

ば
当

然
防

ぐ
こ

と
が

で
き

た
ミ

ス
）

の
発

生
が

懸
念

さ
れ

る
。

研
究

開
発

に
支

障
が

生
じ

な
い

よ
う

に
、

運
転

員

の
技

術
能

力
の

維
持

向
上

に
は

引
き

続
き

留
意

し
て

戴
き

た
い

。
 

②
運

転
再

開
す

る
こ

と
が

計
画

に
な

っ
て

い
ま

す
が

、
再

開
時

期
が

見
通

せ
る

場
合

に
は

、
運

転
再

開
後

の
実

施
事

項
に

つ
い

て
計

画
に

含
め

る
必

要
は

な
い

で
し

ょ
う

か
。

 
③

計
画

は
妥

当
。

計
画

通
り

着
実

な
推

進
を

お
願

い
し

た
い

。
 

④
年

度
内

に
運

転
再

開
を

目
標

と
し

て
お

り
極

め
て

妥
当

。
是

非
達

成
す

べ
き

で
あ

る
。
ま

た
熱

利
用

施
設

の
非

原
子

力
化

へ
向

け
た

取

り
組

み
の

計
画

も
妥

当
と

判
断

さ
れ

る
。

 
⑤

原
子

力
防

災
上

の
観

点
も

含
め

高
温

ガ
ス

炉
の

安
全

性
が

原
子

力
規

制
庁

に
認

め
ら

れ
た

こ
と

は
極

め
て

重
要

で
評

価
で

き
る

。
燃

料
設

計
限

度
検

討
の

進
展

、
コ

ン
フ

ァ
イ

ン
メ

ン
ト

低
コ

ス
ト

化
も

見
出

さ
れ

、
第

3
期

中
長

期
計

画
を

十
分

達
成

さ
れ

る
も

の
と

判

断
さ

れ
る

。
高

温
ガ

ス
炉

の
カ

ー
ボ

ン
ニ

ュ
ー

ト
ラ

ル
へ

の
貢

献
を

工
学

的
に

明
ら

か
に

で
き

る
と

見
込

ま
れ

る
。

 
⑥

再
稼

働
し

て
ほ

し
い

。
 

⑦
－

 
⑧

－
 

⑨
熱

利
用

施
設

の
非

原
子

力
施

設
化

に
関

わ
る

安
全

要
件

が
明

確
に

な
る

こ
と

を
期

待
し

ま
す

。
 

⑩
安

全
上

重
要

な
プ

ラ
ン

ト
本

体
に

は
十

分
な

手
当

て
が

な
さ

れ
て

い
る

と
思

う
が

、
原

子
炉

設
備

で
な

い
も

の
の

運
転

に
不

可
欠

な

施
設

に
お

い
て

は
、
長

期
停

止
に

伴
う

ト
ラ

ブ
ル

が
発

生
す

る
こ

と
も

懸
念

さ
れ

る
の

で
、
対

応
に

時
間

を
要

す
る

も
の

に
つ

い
て

は
事

前
の

備
え

を
し

た
方

が
よ

い
。

 
⑪

妥
当

と
判

断
し

ま
す

。
 

⑫
昨

今
の

状
況

変
化

に
伴

い
、「

将
来

的
に

社
会

に
貢

献
で

き
る

か
」
、
な

ど
技

術
以

外
の

観
点

か
ら

計
画

見
直

し
の

余
地

が
無

い
か

検
討

が
必

要
と

思
わ

れ
る

。
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 水

素
製

造
技

術
研

究
開

発
 

①
運

転
中

の
自

動
組

成
制

御
に

向
け

て
、
制

御
変

数
の

決
定

や
変

数
間

の
相

関
関

係
の

分
析

な
ど

が
行

わ
れ

て
い

る
が

、
静

的
な

相
関

関

係
だ

け
で

な
く

、
動

的
な

関
係

の
分

析
も

必
要

と
考

え
ら

れ
る

。
適

切
な

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
制

御
を

実
現

す
る

に
は

、
制

御
対

象
シ

ス
テ

ム
内

に
お

け
る

時
間

遅
れ

を
定

量
的

に
考

慮
す

る
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。

 
②

－
 

③
工

業
規

模
で

の
実

用
化

の
た

め
に

は
金

属
材

料
で

の
IS

法
の

確
立

が
重

要
。
第

3
期

中
長

期
計

画
を

達
成

す
る

た
め

と
い

う
だ

け
で

は
な

く
、

長
い

目
で

見
て

、
金

属
材

料
の

材
料

デ
ー

タ
取

得
を

推
進

願
う

。
 

ま
た

硫
黄

の
析

出
に

関
し

て
も

、
実

用
化

に
向

け
た

原
因

の
把

握
と

対
策

の
検

討
を

確
実

に
行

い
、
そ

の
効

果
を

長
時

間
連

続
水

素
製

造

試
験

で
確

認
さ

れ
た

い
。

 
④

IS
プ

ロ
セ

ス
の

自
動

組
成

制
御

開
発

及
び

、
技

術
の

民
間

移
転

等
に

向
け

た
取

り
組

み
を

計
画

し
て

お
り

妥
当

と
判

断
さ

れ
る

。
 

⑤
迅

速
に

計
算

で
き

る
新

た
な

溶
液

組
成

計
算

法
を

提
示

し
て

妥
当

性
を

検
証

し
、
自

動
組

成
制

御
の

た
め

へ
の

貢
献

が
大

き
い

。
耐

食

性
の

あ
る

新
規

耐
食

合
金

を
見

出
し

て
い

る
。

安
定

し
た

水
素

製
造

に
成

功
し

て
お

り
、

計
画

は
達

成
さ

れ
る

と
判

断
さ

れ
る

。
 

⑥
水

素
製

造
の

開
発

ス
ピ

ー
ド

の
遅

い
こ

と
が

気
に

な
る

。
 

現
状

92
L/

h
か

ら
ス

ケ
ー

ル
ア

ッ
プ

へ
の

具
体

的
な

ロ
ー

ド
マ

ッ
プ

を
作

成
し

て
ほ

し
い

。
 

⑦
－

 
⑧

－
 

⑨
水

素
製

造
は

IS
プ

ロ
セ

ス
以

外
の

シ
ス

テ
ム

も
様

々
な

国
や

企
業

で
検

討
さ

れ
て

お
り

、
水

素
製

造
量

や
コ

ス
ト

も
重

視
し

て
研

究

開
発

を
進

め
て

い
た

だ
き

た
い

。
 

⑩
水

か
ら

水
素

を
作

れ
る

IS
法

は
産

業
界

の
期

待
は

高
い

。
一

方
で

、
複

雑
な

化
学

プ
ラ

ン
ト

で
も

あ
り

、
民

間
に

と
っ

て
は

自
動

化

運
転

が
必

須
で

あ
る

。
自

動
化

運
転

シ
ス

テ
ム

の
開

発
に

よ
り

連
続

運
転

実
証

を
目

指
す

と
い

う
計

画
は

妥
当

で
あ

る
。

 
⑪

自
動

組
成

制
御

は
必

須
で

あ
り

そ
の

物
性

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

の
整

備
を

し
っ

か
り

確
立

し
て

ほ
し

い
。
そ

れ
に

よ
り

沃
素
・
硫

黄
析

出
な

ど
根

本
的

な
問

題
解

決
を

図
り

、
更

な
る

長
期

連
続

運
転

（
10

00
H

r以
上

）
を

達
成

さ
せ

て
い

た
だ

き
た

い
。

 
⑫

令
和

3
年

度
は

現
中

長
期

計
画

の
最

終
年

度
に

あ
た

り
、

今
後

に
向

け
た

課
題

を
明

ら
か

に
す

る
必

要
が

あ
る

と
思

わ
れ

る
。

こ
れ

ま
で

の
水

素
製

造
プ

ロ
セ

ス
の

検
討

に
加

え
、

ス
ケ

ー
ル

ア
ッ

プ
や

コ
ス

ト
目

標
達

成
に

向
け

た
課

題
を

明
ら

か
に

す
る

取
り

組
み

が

必
要

と
思

わ
れ

る
。
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 人

材
育

成
 

①
若

い
世

代
に

関
心

を
持

っ
て

も
ら

う
た

め
に

、
原

子
力

エ
ネ

ル
ギ

ー
全

般
の

有
効

性
を

認
知

し
て

も
ら

う
活

動
も

必
要

か
も

し
れ

な

い
。

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
配

信
で

き
る

動
画

は
特

に
有

効
な

よ
う

に
思

わ
れ

る
。

 
②

社
会

実
装

も
含

め
た

幅
広

い
人

材
育

成
の

あ
り

方
も

並
行

し
て

検
討

さ
れ

て
は

と
思

い
ま

す
。

 
③

現
在

の
目

標
記

載
は
「

高
温

ガ
ス

炉
に

関
す

る
知

識
を

習
得

さ
せ

る
」
の

み
で

あ
る

。
知

識
を

習
得

さ
せ

た
結

果
ど

う
す

る
の

か
、
何

の
た

め
に

知
識

を
習

得
さ

せ
る

の
か

人
材

育
成

の
目

的
を

明
確

に
し

、
そ

の
目

標
達

成
の

た
め

の
活

動
と

さ
れ

た
い

。
 

④
今

後
も

引
き

続
き

人
材

育
成

に
つ

と
め

る
計

画
と

し
て

お
り

妥
当

と
判

断
さ

れ
る

。
 

⑤
国

際
セ

ミ
ナ

ー
主

催
な

ど
を

通
し

、
国

内
外

の
研

究
者

、
技

術
者

向
け

の
人

材
育

成
活

動
が

進
ん

で
い

る
。
職

員
採

用
も

行
わ

れ
て

お

り
、

目
標

を
果

た
し

て
い

る
。

 
⑥

日
本

の
税

金
で

海
外

の
人

材
育

成
を

す
る

場
合

の
メ

リ
ッ

ト
を

出
し

て
ほ

し
い

。
 

⑦
高

温
ガ

ス
炉

と
こ

れ
に

よ
る

熱
利

用
技

術
の

研
究

開
発

の
評

価
軸

、
つ

ま
り
「

高
温

ガ
ス

炉
と

こ
れ

に
よ

る
熱

利
用

技
術

に
つ

い
て

の

成
果

が
、
海

外
の

技
術

開
発

状
況

に
照

ら
し

十
分

意
義

の
あ

る
も

の
か

、
さ

ら
に

将
来

の
実

用
化

の
可

能
性

等
の

判
断

に
資

す
る

も
の

で

あ
る

か
」
の

う
ち

、
社

会
学

系
委

員
の

評
価

軸
は

後
段

の
部

分
と

思
う

が
、
今

回
の

評
価

資
料

に
は

、
将

来
の

実
用

化
シ

ナ
リ

オ
が

描
か

れ
て

い
な

い
。

そ
の

シ
ナ

リ
オ

な
し

に
個

別
の

開
発

項
目

を
評

価
し

て
も

意
味

が
な

い
。
評

価
軸

と
評

価
内

容
が

ず
れ

る
か

ら
で

あ
る

。

中
期

計
画

策
定

に
む

け
、
ま

ず
は

現
時

点
で

考
え

ら
れ

る
将

来
シ

ナ
リ

オ
を

提
示

し
た

う
え

で
、
産

業
界

と
の

連
携

、
人

材
育

成
、
国

際

連
携

な
ど

の
項

目
の

目
標

を
立

て
る

べ
き

で
あ

る
。

ま
た

、
「

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
創

出
・

社
会

実
装

」
は

高
温

ガ
ス

炉
と

熱
利

用
技

術
開

発
の

結
果

で
あ

っ
て

個
別

の
評

価
項

目
と

す
る

べ
き

で
な

い
と

考
え

る
。

 
⑧

H
TT

R
を

活
用

し
た

人
材

育
成

と
し

て
、

よ
り

幅
広

い
分

野
の

研
究

者
や

学
生

を
受

け
入

れ
、

高
温

ガ
ス

炉
の

可
能

性
に

つ
い

て
範

囲
を

限
定

せ
ず

に
探

っ
て

い
た

だ
き

た
い

と
思

い
ま

す
。

受
け

入
れ

の
み

で
な

く
、

H
TT

R
職

員
が

外
に

出
て

様
々

な
経

験
や

知
見

や

人
的

つ
な

が
り

を
得

ら
れ

る
よ

う
に

、
JA

E
A

組
織

と
し

て
適

切
に

リ
ー

ダ
ー

シ
ッ

プ
を

発
揮

し
て

い
た

だ
く

こ
と

で
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ

ン
創

出
に

つ
な

が
る

こ
と

を
期

待
し

ま
す

。
 

国
内

外
に

お
け

る
高

温
ガ

ス
炉

サ
ポ

ー
タ

ー
獲

得
に

向
け

、
セ

ミ
ナ

ー
や

ガ
ス

炉
イ

ベ
ン

ト
な

ど
、

積
極

的
な

ガ
ス

炉
 P

R
 と

人
材

受

け
入

れ
の

展
開

に
努

め
る

、
と

い
う

目
標

を
立

て
て

お
ら

れ
た

よ
う

に
拝

見
し

ま
し

た
の

で
コ

ロ
ナ

禍
で

も
行

え
る

情
報

発
信

や
オ

ン

ラ
イ

ン
イ

ベ
ン

ト
な

ど
の

企
画

を
楽

し
み

に
し

て
い

ま
す

。
 

⑨
国

内
、
海

外
と

の
交

流
を

介
し

た
技

術
の

流
出

の
な

い
よ

う
に

、
新

し
い

技
術

の
特

許
化

、
秘

密
保

持
契

約
や

覚
書

の
締

結
な

ど
、
知
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的
財

産
の

保
護

を
確

実
に

行
う

こ
と

。
 

⑩
研

究
者
・
技

術
者

の
受

け
入

れ
数

は
目

標
を

上
回

っ
て

い
る

が
、
育

成
の

結
果

、
ど

の
程

度
の

育
成

が
達

成
で

き
た

か
が

わ
か

る
よ

う

な
、

新
た

な
指

標
等

を
検

討
し

、
育

成
内

容
の

チ
ェ

ッ
ク

が
で

き
る

よ
う

に
な

る
と

良
い

。
 

⑪
妥

当
と

判
断

し
ま

す
。

 
⑫

他
分

野
へ

の
情

報
発

信
、

情
報

開
示

の
機

会
を

増
や

し
、

オ
ー

プ
ン

な
議

論
を

活
発

化
さ

せ
る

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。
 

産
業

界
と

の
連

携
 

①
英

国
、

ポ
ー

ラ
ン

ド
と

の
国

際
連

携
に

つ
い

て
は

、
H

TG
R

開
発

の
ラ

イ
バ

ル
で

あ
る

中
国

の
研

究
機

関
等

へ
の

技
術

漏
洩

に
は

注

意
が

必
要

か
も

し
れ

な
い

。
 

②
－

 
③

委
員

会
で

も
指

摘
さ

れ
て

い
た

通
り

、
国

際
協

力
が

日
本

の
高

温
ガ

ス
炉

開
発

に
ど

ん
な

ご
利

益
を

与
え

る
の

か
を

意
識

し
て

取
り

組
ま

れ
た

い
。

 
④

実
用

化
へ

向
け

た
戦

略
及

び
海

外
と

の
協

力
等

を
計

画
し

て
お

り
妥

当
。

成
果

の
発

信
に

つ
い

て
は

軽
水

炉
と

異
な

る
固

有
の

安
全

性
を

有
し

て
い

る
こ

と
を

も
っ

と
前

面
に

出
し

た
情

報
発

信
を

強
力

に
行

い
、

高
温

ガ
ス

炉
に

対
す

る
社

会
の

理
解

と
支

持
を

得
ら

れ

る
よ

う
一

層
の

努
力

す
る

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。
 

⑤
産

学
官

協
議

会
で

の
協

議
で

、
産

業
界

か
ら

の
理

解
を

得
て

い
る

。
ポ

ー
ラ

ン
ド

、
英

国
と

の
協

力
が

進
ん

で
い

る
。
将

来
の

社
会

実

装
が

具
体

的
に

期
待

で
き

る
。

 
⑥

H
TT

R
に

つ
い

て
、

産
業

界
と

の
連

携
で

実
用

化
を

早
く

進
め

て
ほ

し
い

。
 

⑦
高

温
ガ

ス
炉

と
こ

れ
に

よ
る

熱
利

用
利

術
の

研
究

開
発

の
評

価
軸

、
つ

ま
り
「

高
温

ガ
ス

炉
と

こ
れ

に
よ

る
熱

利
用

技
術

に
つ

い
て

の

成
果

が
、
海

外
の

技
術

開
発

状
況

に
照

ら
し

十
分

意
義

の
あ

る
も

の
か

、
さ

ら
に

将
来

の
実

用
化

の
可

能
性

等
の

判
断

に
資

す
る

も
の

で

あ
る

か
」
の

う
ち

、
社

会
学

系
委

員
の

評
価

軸
は

後
段

の
部

分
と

思
う

が
、
今

回
の

評
価

資
料

に
は

、
将

来
の

実
用

化
シ

ナ
リ

オ
が

描
か

れ
て

い
な

い
。

そ
の

シ
ナ

リ
オ

な
し

に
個

別
の

開
発

項
目

を
評

価
し

て
も

意
味

が
な

い
。
評

価
軸

と
評

価
内

容
が

ず
れ

る
か

ら
で

あ
る

。

中
期

計
画

策
定

に
む

け
、
ま

ず
は

現
時

点
で

考
え

ら
れ

る
将

来
シ

ナ
リ

オ
を

提
示

し
た

う
え

で
、
産

業
界

と
の

連
携

、
人

材
育

成
、
国

際

連
携

な
ど

の
項

目
の

目
標

を
立

て
る

べ
き

で
あ

る
。

ま
た

、
「

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
創

出
・

社
会

実
装

」
は

高
温

ガ
ス

炉
と

熱
利

用
技

術
開

発
の

結
果

で
あ

っ
て

個
別

の
評

価
項

目
と

す
る

べ
き

で
な

い
と

考
え

る
。

 
⑧

海
外

で
は

英
国
（

Pe
nu

lt
im

at
e 

Po
w

er
社

な
ど

）
、
ポ

ー
ラ

ン
ド

と
の

協
力

進
展

に
、
ま

た
、
国

内
で

は
高

温
ガ

ス
炉

産
学

官
協

議
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会
で

の
議

論
が

進
展

し
国

産
技

術
の

海
外

展
開

を
実

現
す

る
た

め
の

よ
り

具
体

的
な

産
業

界
と

の
戦

略
策

定
を

期
待

し
ま

す
。

そ
の

際

に
は

、
知

財
の

保
護

を
着

実
に

行
い

つ
つ

デ
ー

タ
な

ど
の

知
見

を
交

換
し

開
発

を
効

率
的

効
果

的
に

進
め

て
頂

き
た

い
と

思
い

ま
す

。
 

⑨
国

内
、
海

外
と

の
交

流
を

介
し

た
技

術
の

流
出

の
な

い
よ

う
に

、
新

し
い

技
術

の
特

許
化

、
秘

密
保

持
契

約
や

覚
書

の
締

結
な

ど
、
知

的
財

産
の

保
護

を
確

実
に

行
う

こ
と

。
 

⑩
米

国
な

ど
で

は
ビ

ジ
ネ

ス
モ

デ
ル

の
策

定
経

験
を

有
す

る
原

子
力

発
電

事
業

者
が

高
温

ガ
ス

炉
の

開
発

に
参

画
し

て
い

る
。

わ
が

国

で
も

、
よ

う
や

く
、

電
力

事
業

者
と

の
連

携
の

気
運

が
醸

成
さ

れ
て

き
た

感
が

あ
り

、
連

携
強

化
に

向
け

た
活

動
を

推
進

し
て

ほ
し

い
。
 

⑪
妥

当
と

判
断

し
ま

す
。

 
⑫

他
分

野
と

の
連

携
に

向
け

、
製

造
コ

ス
ト

だ
け

で
な

く
、
運

搬
や

後
工

程
で

の
活

用
ま

で
の

サ
プ

ラ
イ

チ
ェ

ー
ン

を
考

慮
し

た
実

用
化

構
想

の
検

討
が

必
要

と
思

わ
れ

る
。

 
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

の
創

出
・

社
会

実
装

 
①

－
 

②
－

 
③

－
 

④
－

 
⑤

－
 

⑥
－

 
⑦

高
温

ガ
ス

炉
と

こ
れ

に
よ

る
熱

利
用

技
術

の
研

究
開

発
の

評
価

軸
、
つ

ま
り
「

高
温

ガ
ス

炉
と

こ
れ

に
よ

る
熱

利
用

技
術

に
つ

い
て

の

成
果

が
、
海

外
の

技
術

開
発

状
況

に
照

ら
し

十
分

意
義

の
あ

る
も

の
か

、
さ

ら
に

将
来

の
実

用
化

の
可

能
性

等
の

判
断

に
資

す
る

も
の

で

あ
る

か
」
の

う
ち

、
社

会
学

系
委

員
の

評
価

軸
は

後
段

の
部

分
と

思
う

が
、
今

回
の

評
価

資
料

に
は

、
将

来
の

実
用

化
シ

ナ
リ

オ
が

描
か

れ
て

い
な

い
。

そ
の

シ
ナ

リ
オ

な
し

に
個

別
の

開
発

項
目

を
評

価
し

て
も

意
味

が
な

い
。
評

価
軸

と
評

価
内

容
が

ず
れ

る
か

ら
で

あ
る

。

中
期

計
画

策
定

に
む

け
、
ま

ず
は

現
時

点
で

考
え

ら
れ

る
将

来
シ

ナ
リ

オ
を

提
示

し
た

う
え

で
、
産

業
界

と
の

連
携

、
人

材
育

成
、
国

際

連
携

な
ど

の
項

目
の

目
標

を
立

て
る

べ
き

で
あ

る
。

ま
た

、
「

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
創

出
・

社
会

実
装

」
は

高
温

ガ
ス

炉
と

熱
利

用
技

術
開

発
の

結
果

で
あ

っ
て

個
別

の
評

価
項

目
と

す
る

べ
き

で
な

い
と

考
え

る
。

 
⑧

IA
E

A
、

G
IF

、
O

E
C

D
/N

E
A 

LO
FC

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
の

連
携

を
通

じ
て

、
日

本
固

有
の

技
術

に
海

外
技

術
を

取
り

入
れ

ら
れ

る

こ
と

が
見

込
め

る
よ

う
で

す
。
経

済
性

や
競

争
性

に
つ

い
て

な
ど

は
、
原

子
力

工
学

研
究

技
術

者
の

み
で

な
く

人
文
・
社

会
学

系
の

専
門
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家
と

の
連

携
も

検
討

し
て

い
た

だ
く

と
良

い
と

思
い

ま
す

。
 

H
TT

R
研

究
開

発
の

現
場

に
は

既
に

人
文

・
社

会
学

系
研

究
者

も
参

画
し

て
い

る
の

で
し

ょ
う

か
。

今
後

は
社

会
実

装
に

向
け

て
人

文

社
会

技
術
（

人
口
・
エ

ネ
ル

ギ
ー

需
要

予
測

、
法
・
規

制
・
制

度
、
社

会
受

容
、
事

故
時

の
医

療
圏

医
療

対
応

計
画

な
ど

）
の

専
門

職
と

の
連

携
が

重
要

と
な

っ
て

く
る

フ
ェ

ー
ズ

と
思

い
ま

す
。

 
⑨

－
 

⑩
－

 
⑪

－
 

⑫
－
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 第

3
期

中
長

期
計

画
の

見
込

評
価

の
評

価
点

及
び

評
価

委
員

か
ら

の
意

見
一

覧
 

（
1）

技
術

系
委

員
 

総
合

評
価

；
Ｓ

判
定

１
名

、
Ａ

判
定

８
名

、
Ｂ

判
定

１
名

 
評

価
点

 
高 温 ガ ス 炉 技 術 研 究 開 発

 

新
規

制
基

準
へ

の
適

合
性

確

認
を

受
け

て
速

や
か

に
再

稼

働
 

①
停

止
期

間
が

長
か

っ
た

た
め

、
本

中
長

期
計

画
の

最
終

年
度

の
再

稼
働

時
に

、
思

わ
ぬ

事
態

が
発

生
し

な
い

よ

う
に

注
意

し
て

戴
き

た
い

。
 

S 

②
速

や
か

な
再

稼
働

は
社

会
的

情
勢

も
あ

り
で

き
な

か
っ

た
が

、
そ

の
過

程
で

補
っ

て
余

り
あ

る
成

果
を

得
た

。
 

A
 

③
高

温
ガ

ス
炉

の
安

全
の

考
え

方
が

軽
水

炉
と

異
な

る
こ

と
を

N
R

A
に

認
め

ら
れ

H
TT

R
が

再
稼

働
す

る
こ

と

は
大

き
な

成
果

で
あ

る
。

 
S 

④
新

規
制

基
準

を
満

た
し

高
温

ガ
ス

炉
の

固
有

安
全

性
を

踏
ま

え
た

許
可

を
取

得
し

、
ま

も
な

く
再

稼
働

を
果

た

す
見

込
み

と
な

っ
て

お
り

極
め

て
高

く
評

価
で

き
る

。
 

S 

⑤
新

規
性

基
準

に
対

応
し

た
こ

と
は

重
要

。
 

S 
⑥

設
置

変
更

許
可

を
規

制
庁

か
ら

取
得

し
た

も
の

の
再

稼
働

の
時

期
が

不
明

。
 

A
 

⑦
－

 
S 

⑧
H

TT
R
の

再
稼

働
が

見
通

せ
る

こ
と

、
安

全
特

性
を

活
か

し
た

許
認

可
対

応
が

で
き

た
こ

と
か

ら
予

定
さ

れ
る

成
果

を
達

成
で

き
る

も
の

と
考

え
る

。
 

S 

⑨
高

温
ガ

ス
炉

が
炉

心
溶

融
を

起
こ

さ
な

い
こ

と
が

認
め

ら
れ

、
設

置
変

更
許

可
を

取
得

し
再

稼
働

を
確

実
に

し

た
こ

と
は

大
い

に
評

価
で

き
る

。
 

S 

⑩
－

 
A

 
実

用
高

温
ガ

ス
炉

シ
ス

テ
ム

の
安

全
基

準
の

整
備

 
①

IA
E

A
技

術
報

告
書

の
刊

行
な

ど
、

前
向

き
に

整
備

に
取

り
組

ん
で

い
る

。
 

A
 

②
－

 
A

 
③

基
準

整
備

に
よ

り
実

用
化

に
向

け
前

進
で

き
た

。
 

A
 

④
安

全
要

件
原

案
が

IA
E

A
レ

ポ
ー

ト
と

し
て

出
さ

れ
る

な
ど

、
国

際
的

な
安

全
基

準
の

整
備

に
向

け
た

成
果

を

あ
げ

て
お

り
高

く
評

価
で

き
る

。
 

A
 

⑤
提

案
し

た
燃

料
設

計
限

度
の

適
用

性
の

確
認

を
完

了
。

 
S 
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⑥
計

画
以

上
に

整
備

し
て

い
る

。
 

A
 

⑦
－

 
A

 
⑧

産
業

界
、
学

界
の

協
力

を
得

な
が

ら
、
安

全
要

件
の

原
案

が
IA

E
A
の

技
術

報
告

書
と

し
て

発
行

さ
れ

て
お

り
、

国
際

標
準

確
立

に
向

け
た

成
果

と
な

っ
た

。
 

A
 

⑨
計

画
通

り
着

実
に

実
施

で
き

た
。

 
A

 
⑩

－
 

A
 

高
燃

焼
度

化
・

高
出

力
密

度

化
の

た
め

の
燃

料
要

素
開

発
 

①
経

済
性

を
高

め
る

こ
と

に
貢

献
で

き
る

こ
と

を
確

認
し

て
戴

き
た

い
。

 
A

 
②

－
 

A
 

③
今

後
は

商
業

的
な

燃
料

製
造

に
関

す
る

検
討

を
期

待
す

る
。

 
A

 
④

H
TT

R
の

高
性

能
化

に
重

要
な

10
0G

W
d/

t
の

高
燃

焼
度

デ
ー

タ
の

取
得

に
成

功
し

て
お

り
高

く
評

価
で

き

る
。

 
A

 

⑤
高

充
填

率
燃

料
コ

ン
パ

ク
ト

の
性

能
評

価
を

完
了

。
 

S 
⑥

計
画

以
上

に
整

備
し

て
い

る
。

 
A

 
⑦

－
 

A
 

⑧
実

用
化

に
向

け
た

燃
焼

度
向

上
が

照
射

試
験

に
よ

っ
て

確
認

さ
れ

て
お

り
、

さ
ら

な
る

向
上

に
向

け
た

研
究

の

推
進

に
期

待
す

る
。

 
A

 

⑨
計

画
通

り
着

実
に

実
施

で
き

た
。

 
A

 
⑩

－
 

A
 

H
TT

R
－

熱
利

用
試

験
施

設

の
シ

ス
テ

ム
設

計
、

安
全

評

価
 

①
こ

の
研

究
開

発
の

中
心

課
題

と
考

え
ら

れ
、

知
財

管
理

に
注

意
し

つ
つ

、
成

果
の

ア
ピ

ー
ル

を
行

っ
て

も
ら

い

た
い

。
 

S 

②
－

 
A

 
③

今
後

の
熱

利
用

試
験

計
画

立
案

へ
成

果
を

活
用

が
で

き
る

。
 

A
 

④
実

用
化

に
む

け
た

大
型

化
及

び
建

設
コ

ス
ト

低
減

に
成

果
を

上
げ

て
お

り
高

く
評

価
で

き
る

。
 

A
 

⑤
大

幅
に

コ
ス

ト
削

減
可

能
な

コ
ン

フ
ァ

イ
ン

ト
メ

ン
ト

の
合

理
化

案
を

提
示

。
 

S 
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⑥
計

画
以

上
に

整
備

し
て

い
る

。
 

A
 

⑦
－

 
A

 
⑧

高
温

ガ
ス

炉
は

様
々

な
熱

利
用

の
形

態
が

あ
り

、
そ

の
代

表
的

な
施

設
に

対
す

る
設

計
・

評
価

が
完

了
し

た
。

本
検

討
を

ベ
ー

ス
と

し
て

、
様

々
な

熱
利

用
施

設
へ

の
応

用
が

期
待

さ
れ

る
。

 
A

 

⑨
計

画
通

り
着

実
に

実
施

で
き

た
。

 
A

 
⑩

－
 

A
 

軸
封

シ
ス

テ
ム

設
計

、
試

験
 

①
－

 
B

 
②

－
 

A
 

③
実

用
化

に
向

け
た

成
果

が
得

ら
れ

た
。

 
B

 
④

計
画

を
着

実
に

達
成

し
た

と
判

断
さ

れ
る

。
 

B
 

⑤
熱

利
用

シ
ス

テ
ム

の
全

て
の

機
器

仕
様

の
設

定
を

完
了

。
 

A
 

⑥
計

画
通

り
実

施
。

 
B

 
⑦

－
 

B
 

⑧
試

験
の

実
施

に
は

至
ら

な
か

っ
た

が
、

開
発

の
優

先
順

位
に

よ
る

も
の

と
理

解
し

て
い

る
。

試
験

計
画

ま
で

策

定
で

き
た

た
め

、
計

画
さ

れ
た

内
容

に
対

し
て

最
大

限
の

対
応

が
な

さ
れ

た
も

の
と

評
価

す
る

。
 

B
 

⑨
予

定
の

内
容

は
完

了
し

た
。

 
B

 
⑩

－
 

B
 

熱 利 用 技 術 研 究

連
続

水
素

製
造

試
験

装
置

に

よ
る

運
転

制
御

技
術

及
び

信

頼
性

等
の

確
証

 

①
シ

ス
テ

ム
が

平
衡

状
態

に
達

す
る

ま
で

だ
け

で
な

く
、

よ
り

長
時

間
の

運
転

実
績

を
示

す
と

、
産

業
界

と
し

て

は
よ

り
安

心
で

き
た

の
で

は
な

い
か

と
思

う
。

 
A

 

②
－

 
A

 
③

予
期

せ
ぬ

運
転

中
断

な
ど

も
実

用
化

に
向

け
た

成
果

で
あ

り
、

試
験

デ
ー

タ
の

拡
充

が
な

さ
れ

た
。

 
A

 
④

計
画

を
着

実
に

達
成

し
つ

つ
あ

る
と

判
断

さ
れ

る
。

 
B

 
⑤

15
0h

の
安

定
し

た
水

素
製

造
に

成
功

し
て

い
る

。
 

S 
⑥

自
動

組
成

制
御

に
向

け
た

制
御

パ
ラ

メ
ー

タ
及

び
物

性
デ

ー
タ

を
取

得
。

 
A

 

JAEA-Evaluation 2022-001

- 38 -



 

 
 開 発

 
⑦

－
 

A
 

⑧
自

動
運

転
開

発
は

期
初

の
計

画
に

は
明

示
さ

れ
て

い
な

か
っ

た
と

思
う

が
、

期
中

コ
メ

ン
ト

に
よ

り
、

果
敢

に

チ
ャ

レ
ン

ジ
し

て
い

る
。

連
続

製
造

試
験

も
達

成
で

き
て

お
り

、
わ

が
国

が
誇

れ
る

成
果

で
あ

る
。

 
A

 

⑨
多

く
の

課
題

に
対

し
着

実
に

対
応

し
て

き
て

い
る

が
尚

、
長

期
連

続
運

転
へ

の
課

題
は

残
っ

て
い

る
。

 
B

 
⑩

安
定

性
に

課
題

。
コ

ス
ト

低
減

な
ど

実
用

化
に

向
け

た
見

通
し

を
得

る
た

め
の

取
り

組
み

が
必

要
。

 
B

 
セ

ラ
ミ

ッ
ク

ス
構

造
体

の
強

度
評

価
法

の
作

成
 

①
－

 
B

 
②

－
 

B
 

③
研

究
計

画
通

り
の

成
果

が
得

ら
れ

た
と

判
断

す
る

。
 

B
 

④
計

画
を

着
実

に
達

成
し

つ
つ

あ
る

と
判

断
さ

れ
る

。
 

B
 

⑤
セ

ラ
ミ

ッ
ク

ス
構

造
体

の
強

度
評

価
法

を
作

成
。

 
A

 
⑥

計
画

通
り

実
施

。
 

B
 

⑦
－

 
B

 
⑧

強
度

評
価

法
の

提
案

が
で

き
た

段
階

で
あ

り
、

今
後

、
必

要
に

応
じ

て
規

格
基

準
化

が
で

き
る

と
よ

い
。

 
B

 
⑨

計
画

の
内

容
は

実
施

で
き

た
。

 
B

 
⑩

－
 

B
 

将
来

の
実

用
化

や
技

術
の

民

間
移

転
等

に
向

け
た

研
究

目

標
の

明
確

化
 

①
大

容
量

化
に

向
け

て
は

、
膜

や
電

極
を

用
い

た
反

応
過

程
が

ボ
ト

ル
ネ

ッ
ク

と
な

る
可

能
性

が
あ

る
の

で
、

対

応
策

な
ど

を
検

討
し

て
戴

き
た

い
。

 
B

 

②
－

 
B

 
③

周
囲

状
況

に
影

響
さ

れ
る

も
の

で
あ

る
が

成
果

は
得

ら
れ

て
い

る
。

 
B

 
④

計
画

を
着

実
に

達
成

し
た

と
判

断
さ

れ
る

。
 

B
 

⑤
自

動
組

成
制

御
、

実
用

合
金

材
料

を
開

発
し

た
。

 
S 

⑥
水

素
の

製
造

コ
ス

ト
、

効
率

が
不

明
。

 
B

 
⑦

－
 

A
 

⑧
民

間
移

転
に

は
運

転
制

御
法

の
確

立
と

経
済

性
の

実
証

が
不

可
欠

で
あ

る
。

経
済

性
に

つ
い

て
は

、
ま

だ
十

分
B
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な
目

標
が

提
示

で
き

て
い

る
と

は
言

え
ず

、
当

面
は

、
経

済
性

に
大

き
な

影
響

を
与

え
そ

う
な

部
分

に
着

目
し

、

シ
ス

テ
ム

・
機

器
の

改
良

を
行

っ
て

い
く

こ
と

を
推

奨
す

る
。

 
⑨

計
画

の
内

容
は

実
施

で
き

た
。

 
B

 
⑩

C
O

2
フ

リ
ー

水
素

製
造

に
関

す
る

期
待

が
高

ま
っ

て
い

る
が

、
課

題
明

確
化

や
マ

イ
ル

ス
ト

ー
ン

の
設

定
が

必

要
。

 
B

 

核
分

裂
生

成
物

の
沈

着
低

減

技
術

等
の

要
素

技
術

開
発

 
①

新
知

見
が

得
ら

れ
た

の
は

評
価

さ
れ

る
。

 
A

 
②

－
 

A
 

③
こ

れ
ま

で
に

な
い

貴
重

な
成

果
が

得
ら

れ
て

い
る

。
 

A
 

④
H

TT
R
で

の
直

接
サ

イ
ク

ル
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
実

用
化

に
向

け
た

成
果

を
上

げ
て

お
り

高
く

評
価

で
き

る
。

 
A

 
⑤

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

保
守

時
の

被
ば

く
線

量
率

が
制

限
値

を
満

足
す

る
こ

と
を

確
認

。
 

S 
⑥

沈
着

量
が

１
桁

程
度

低
い

分
析

結
果

を
得

た
。

 
S 

⑦
－

 
A

 
⑧

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

が
実

用
化

さ
れ

た
場

合
の

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

軽
減

等
に

寄
与

で
き

る
技

術
開

発
で

あ
り

、
目

標
は

達
成

さ
れ

た
も

の
と

判
断

す
る

。
 

B
 

⑨
計

画
通

り
着

実
に

実
施

で
き

た
。

 
A

 
⑩

－
 

A
 

人 材 育 成
 

高
温

ガ
ス

炉
に

関
す

る
人

材

育
成

及
び

技
術

伝
承

 
①

積
極

的
に

推
進

さ
れ

て
い

る
。

 
A

 
②

－
 

A
 

③
若

手
研

究
者

の
育

成
に

よ
り

高
温

ガ
ス

炉
開

発
者

の
す

そ
野

を
広

げ
る

こ
と

に
貢

献
で

き
た

。
 

A
 

④
例

年
多

数
の

実
習

生
を

受
入

人
材

育
成

に
努

め
て

お
り

高
く

評
価

で
き

る
。

 
A

 
⑤

国
際

セ
ミ

ナ
ー

を
主

催
な

ど
で

人
材

育
成

が
進

ん
で

い
る

。
 

S 
⑥

人
材

育
成

が
積

極
的

に
進

め
ら

れ
て

い
る

。
 

A
 

⑦
－

 
A

 
⑧

本
中

長
期

計
画

中
、

毎
年

、
常

に
計

画
を

上
回

る
人

員
の

育
成

が
行

わ
れ

て
お

り
、

近
年

で
は

ポ
ー

ラ
ン

ド
等

A
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の
人

員
に

対
し

て
も

育
成

対
象

を
拡

げ
て

対
応

し
て

お
り

、
原

子
力

導
入

国
の

人
材

育
成

に
も

貢
献

し
て

い
る

。
 

⑨
計

画
通

り
着

実
に

実
施

で
き

た
。

 
A

 
⑩

－
 

A
 

産 業 界 と の 連 携
 

産
学

官
協

議
会

で
の

協
議

及

び
国

際
協

力
の

推
進

 
①

政
策

的
に

は
追

い
風

を
受

け
て

お
り

、
連

携
を

さ
ら

に
強

化
し

て
戴

き
た

い
。

 
S 

②
－

 
A

 
③

実
用

化
に

向
け

、
日

本
の

高
温

ガ
ス

炉
技

術
の

維
持

フ
ィ

ー
ル

ド
と

し
て

幅
広

い
国

際
協

力
体

制
が

構
築

で
き

て
い

る
。

 
A

 

④
国

際
協

力
で

成
果

を
上

げ
JA

E
A
発

ベ
ン

チ
ャ

ー
の

設
計

を
計

画
す

る
な

ど
高

く
評

価
で

き
る

。
 

A
 

⑤
産

学
官

協
議

会
の

実
施

、
英

国
、

ポ
ー

ラ
ン

ド
等

と
の

国
際

協
力

が
進

展
。

 
S 

⑥
ポ

ー
ラ

ン
ド

や
英

国
と

の
国

際
協

力
が

推
進

さ
れ

て
い

る
。

 
S 

⑦
－

 
A

 
⑧

世
界

の
原

子
力

研
究

機
関

の
中

で
は

、
最

も
精

力
的

に
高

温
ガ

ス
炉

の
国

際
協

力
を

推
進

し
て

い
る

と
評

価
し

て
い

る
。

 
S 

⑨
計

画
通

り
着

実
に

実
施

で
き

た
。

 
A

 
⑩

ス
ケ

ー
ル

ア
ッ

プ
や

コ
ス

ト
目

標
達

成
に

向
け

た
議

論
が

途
上

に
あ

る
と

思
わ

れ
る

。
よ

り
オ

ー
プ

ン
な

議
論

が
必

要
。

 
A

 

総
合

所
見

 

①
H

TT
R
を

用
い

た
研

究
開

発
で

は
な

く
、

そ
の

再
稼

働
自

体
が

重
要

な
課

題
で

あ
っ

た
が

、
新

規
制

基
準

に
対

応
し

た
設

置
変

更
許

可
を

取
得

で
き

た
こ

と
は

評
価

さ
れ

る
。

 
必

要
と

考
え

ら
れ

る
各

種
要

素
技

術
の

研
究

開
発

や
シ

ス
テ

ム
設

計
は

着
実

に
進

め
ら

れ
て

い
る

と
判

断
さ

れ
る

が
、

社
会

か
ら

寄
せ

ら
れ

る
期

待
も

大
き

く
な

っ
て

お
り

、
連

続
水

素
製

造
設

備
の

商
業

化
に

向
け

た
課

題
も

検

討
す

る
フ

ェ
ー

ズ
に

入
り

つ
つ

あ
る

よ
う

に
思

わ
れ

る
。

 

A
 

②
全

体
と

し
て

大
変

適
切

に
進

め
ら

れ
て

い
る

と
理

解
し

ま
し

た
。

 
A

 
③

第
3
期

中
長

期
計

画
の

間
に

実
用

化
に

向
け

た
研

究
成

果
が

着
実

に
得

ら
れ

て
い

る
。

 
今

後
は

H
TT

R
熱

利
用

系
接

続
、

実
証

炉
開

発
に

向
け

、
実

機
に

向
け

た
研

究
開

発
の

遂
行

を
期

待
し

ま
す

。
 

A
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④
H

TT
R
の

再
稼

働
及

び
実

用
化

に
向

け
成

果
を

上
げ

つ
つ

あ
り

高
く

評
価

で
き

る
。

 
A

 
⑤

高
温

ガ
ス

炉
の

安
全

性
が

原
子

力
規

制
庁

に
認

め
ら

れ
た

こ
と

重
要

。
水

素
製

造
の

進
展

が
み

ら
れ

る
。

高
温

ガ
ス

炉
の

カ
ー

ボ
ン

ニ
ュ

ー
ト

ラ
ル

へ
の

貢
献

が
期

待
で

き
る

こ
と

を
工

学
的

に
明

ら
か

に
し

て
い

る
。
産

業
界

、

国
際

協
力

の
進

展
か

ら
社

会
実

装
も

期
待

で
き

る
。

 
S 

⑥
高

温
ガ

ス
炉

を
利

用
し

た
電

気
、

熱
化

学
水

素
の

経
済

性
が

従
来

の
技

術
を

利
用

し
た

も
の

に
比

べ
有

利
に

な

る
か

の
経

済
性

を
計

算
し

て
ほ

し
い

。
 

A
 

⑦
－

 
A

 
⑧

H
TT

R
の

再
稼

働
に

向
け

た
準

備
が

進
捗

し
、

研
究

開
発

も
着

実
に

進
展

を
遂

げ
て

お
り

、
総

合
的

に
計

画
を

上
回

る
成

果
が

得
ら

れ
た

と
判

断
す

る
。

 
近

々
、
中

国
の

H
TR

-P
M

も
運

開
し

、
今

後
、
米

国
に

お
い

て
も

新
政

権
の

下
で

高
温

ガ
ス

炉
の

開
発

も
進

め
ら

れ
も

の
と

予
想

さ
れ

る
。

こ
れ

ら
の

国
で

は
、

豊
富

な
資

金
で

急
に

開
発

を
立

ち
上

げ
る

た
め

、
第

4
期

中
長

期

計
画

の
策

定
に

あ
た

っ
て

は
、

こ
れ

ら
の

開
発

動
向

に
注

視
す

る
必

要
が

あ
る

。
 

類
似

の
計

画
が

後
追

い
で

立
ち

上
げ

ら
れ

、
開

発
途

中
で

逆
転

さ
れ

て
、

二
番

煎
じ

と
な

ら
な

い
よ

う
留

意
願

い

た
い

。
 

A
 

⑨
概

ね
、

中
長

期
計

画
は

所
定

の
成

果
を

出
せ

る
こ

と
が

確
認

で
き

た
。

再
稼

働
後

の
大

い
な

る
進

展
、

国
際

展

開
を

期
待

す
る

。
 

A
 

⑩
高

温
ガ

ス
炉

お
よ

び
熱

利
用

技
術

開
発

に
つ

い
て

、
課

題
明

確
化

や
目

標
達

成
ま

で
の

マ
イ

ル
ス

ト
ー

ン
設

定

な
ど

の
検

討
が

必
要

と
思

わ
れ

る
。

 
B
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 （

2）
人

文
社

会
系

委
員

 
総

合
評

価
；

Ｂ
判

定
２

名
 

評
価

点
 

科
学

技
術

政
策

、
社

会
的
・
経

済
的

意
義

／
ニ

ー
ズ

へ
の

適
合

性
 

「
炭

酸
ガ

ス
を

排
出

し
な

い
水

素
製

造
法

で
あ

る
IS

プ
ロ

セ
ス

の
開

発
は

世
界

が
カ

ー
ボ

ン
フ

リ
ー

に
向

か
う

上
で

重
要

な
貢

献
を

な
す

も
の

」
で

あ
ろ

う
と

推
測

は
で

き
る

。
開

発
の

事
実

は
高

く
評

価
さ

れ
る

べ
き

だ
が

、

ど
の

よ
う

に
世

界
的

な
脱

炭
素

社
会

の
ニ

ー
ズ

に
適

合
す

る
の

か
は

技
術

の
実

装
・

普
及

戦
略

な
し

に
判

断
で

き

な
い

。
実

用
高

温
ガ

ス
炉

に
つ

い
て

も
同

様
で

あ
る

と
考

え
る

。
 

B
 

設
置

変
更

許
可

を
取

得
な

ど
、

高
温

ガ
ス

炉
が

有
す

る
固

有
の

安
全

性
は

社
会

の
要

請
に

応
え

る
こ

と
が

で
き

る

こ
と

を
社

会
が

よ
り

深
く

理
解

で
き

る
よ

う
な

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

方
法

を
、

現
場

の
研

究
者

・
技

術
者

だ

け
で

は
な

く
原

子
力

機
構

全
体

で
支

援
し

専
門

の
人

材
を

配
置

し
て

実
施

す
る

必
要

性
を

感
じ

ま
す

。
 

B
 

研
究

開
発

課
題

／
成

果
の

社
会

的

受
容

性
 

H
TT

R
の

安
全

性
、

水
素

製
造

の
要

素
技

術
に

つ
い

て
広

く
発

信
し

た
と

あ
る

が
、

プ
レ

ス
リ

リ
ー

ス
や

新
聞

報

道
に

よ
っ

て
ど

の
よ

う
に

社
会

的
受

容
性

が
向

上
す

る
と

考
え

て
い

る
の

か
不

明
で

あ
る

。
ま

た
実

用
高

温
ガ

ス

炉
と

水
素

製
造

技
術

研
究

の
倫

理
的

妥
当

性
に

つ
い

て
の

検
討

の
報

告
は

見
当

た
ら

な
か

っ
た

。
ま

た
こ

れ
ら

2
つ

が
実

現
し

た
時

の
社

会
に

与
え

る
影

響
度

に
つ

い
て

、
要

素
技

術
に

つ
い

て
で

は
な

く
、

シ
ス

テ
ム

全
体

と
し

て
の

検
討

も
見

当
た

ら
な

い
。

た
だ

し
、

第
3
期

中
期

計
画

全
体

と
し

て
要

素
技

術
の

発
信

に
つ

い
て

着
実

に
成

果
を

上
げ

て
き

て
い

る
と

考
え

る
の

で
、

期
間

評
価

は
B
と

し
た

い
。

 

B
 

こ
の

ほ
ど

IC
R

P 
Pu

bl
ic

at
io

n 
14

6 
が

発
行

さ
れ

て
お

り
以

下
の

内
容

は
抜

粋
で

あ
る

が
、

こ
の

よ
う

な
視

点

で
の

取
り

組
み

は
第

3
期

中
長

期
計

画
で

は
ま

だ
準

備
段

階
の

よ
う

に
感

じ
ま

し
た

。
JA

E
A

全
体

と
し

て
の

取

り
組

み
も

必
要

と
思

い
ま

す
。

 
責

任
あ

る
組

織
は

、
地

域
の

状
況

の
よ

り
良

い
評

価
、

適
切

で
実

践
的

な
放

射
線

防
護

文
化

の
発

展
、

お
よ

び
影

響
を

受
け

る
人

々
の

間
で

の
情

報
に

基
づ

い
た

意
思

決
定

を
達

成
す

る
た

め
に

、
専

門
家

と
の

協
力

的
な

プ
ロ

セ

ス
（

共
同

専
門

知
プ

ロ
セ

ス
）

に
地

域
社

会
が

関
与

す
る

こ
と

を
促

進
す

べ
き

で
あ

る
。

 
大

規
模

原
子

力
事

故
が

発
生

し
た

場
合

、
そ

の
影

響
を

緩
和

す
る

た
め

に
は

、
準

備
計

画
が

不
可

欠
で

あ
り

、
ス

テ
ー

ク
ホ

ル
ダ

ー
を

巻
き

込
む

必
要

が
あ

る
。

 
 

C
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 成

果
の

波
及

効
果

を
十

分
に

見
極

め
る

な
ど

、
長

期
的
・
文

化
的

な
観

点
に

立
っ

た
評

価
 

日
本

の
産

業
界

と
の

ビ
ジ

ネ
ス

モ
デ

ル
に

つ
い

て
の

検
討

、
ポ

ー
ラ

ン
ド

に
対

す
る

技
術

協
力

を
活

発
に

行
っ

て

い
る

こ
と

は
評

価
で

き
る

が
、

そ
れ

ら
が

ど
の

よ
う

に
結

び
つ

い
て

高
温

ガ
ス

炉
、

並
び

に
水

素
製

造
技

術
の

実

用
に

至
る

の
か

中
長

期
的

な
視

点
か

ら
の

戦
略

、
ビ

ジ
ネ

ス
モ

デ
ル

の
検

討
の

中
身

が
示

さ
れ

て
い

る
べ

き
で

あ

る
。

 

B
 

長
期

的
な

視
野

に
立

っ
て

、
将

来
的

に
社

会
活

性
に

つ
な

が
る

研
究

課
題

／
成

果
だ

と
思

い
ま

す
。

熱
利

用
技

術

開
発

や
熱

化
学

法
IS

プ
ロ

セ
ス

の
開

発
は

他
分

野
へ

の
応

用
な

ど
、

視
点

を
変

え
た

波
及

効
果

の
可

能
性

は
あ

る
と

思
わ

れ
ま

す
。
設

置
変

更
許

可
を

取
得

さ
れ

、
SM

R
安

全
基

準
整

備
に

よ
り

、
実

用
高

温
ガ

ス
炉

の
安

全
基

準
構

築
に

貢
献

し
て

い
る

こ
と

は
大

変
有

意
義

で
す

。
 

一
方

で
、

20
11

年
以

降
に

大
学

で
原

子
力

工
学
・
理

学
を

専
攻

す
る

学
生

は
減

少
し

た
ま

ま
で

あ
り

若
手
（

女
性

を
含

む
）

の
人

材
確

保
は

喫
緊

の
課

題
で

す
。

行
政

の
縦

割
り

で
行

わ
れ

て
い

る
、

例
え

ば
文

科
省

国
際

原
子

力

人
材

育
成

イ
ニ

シ
ア

テ
ィ

ブ
事

業
に

採
択

さ
れ

て
い

る
機

関
な

ど
と

も
、

今
期

は
難

し
く

て
も

次
期

に
は

ぜ
ひ

積

極
的

に
連

携
を

検
討

で
き

な
い

も
の

で
し

ょ
う

か
。

 

B
 

新
規

科
学

技
術

の
研

究
開

発
や

利

活
用

に
お

け
る

リ
ス

ク
発

生
の

可

能
性

 

実
用

高
温

ガ
ス

炉
の

安
全

基
準

の
整

備
を

推
進

し
、

H
TT

R
の

許
可

取
得

は
安

全
基

準
の

構
築

に
寄

与
す

る
成

果

で
あ

り
、

リ
ス

ク
発

生
の

回
避

に
資

す
る

も
の

と
評

価
で

き
る

。
 

A
 

今
後

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

政
策

を
考

え
る

に
あ

た
っ

て
小

規
模

の
原

子
炉

の
実

用
化

は
重

要
と

思
い

ま
す

の
で

、
日

本

社
会

で
の

冷
静

な
議

論
と

核
エ

ネ
ル

ギ
ー

利
用

へ
の

理
解

が
進

む
こ

と
は

開
発

の
一

部
と

し
て

肝
要

と
考

え
ま

す
。

核
利

用
反

対
者

も
巻

き
込

ん
だ

議
論

お
よ

び
対

話
を

成
り

立
た

せ
る

努
力

が
必

要
か

も
し

れ
ま

せ
ん

。
 

異
常

の
早

期
発

見
対

処
の

た
め

に
膨

大
な

監
視

デ
ー

タ
を

分
析

で
き

る
イ

ン
フ

ォ
マ

テ
ィ

ク
ス

を
担

う
人

材
育

成

は
進

ん
で

い
る

の
で

し
ょ

う
か

。
 

 

B
 

国
内

外
他

機
関

、
産

業
界

と
の

連
携

の
妥

当
性

 

そ
れ

ぞ
れ

に
つ

い
て

活
発

に
活

動
さ

れ
て

い
て

評
価

で
き

る
が

、
相

互
の

関
係

性
が

わ
か

る
と

な
お

よ
い

。
な

ん

の
た

め
に

な
ぜ

こ
の

連
携

が
必

要
で

相
互

に
そ

れ
ら

が
ど

う
結

び
つ

い
て

い
る

の
か

な
ど

。
 

A
 

報
告

書
資

料
に

、
JA

E
A

発
ベ

ン
チ

ャ
ー

を
設

立
し

、
産

業
界

と
連

携
し

て
海

外
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
へ

参
加

す
る

こ

と
を

目
指

し
、

日
本

の
利

益
に

つ
い

て
は

、
高

温
ガ

ス
炉

産
学

官
協

議
会

、
高

温
ガ

ス
炉

実
用

化
研

究
協

力
推

進

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

チ
ー

ム
に

お
い

て
議

論
を

進
め

て
い

る
、

と
拝

見
し

た
と

思
う

の
で

す
が

、
報

告
会

で
は

ベ
ン

チ

B
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ャ
ー

設
立

の
お

話
は

無
か

っ
た

よ
う

な
記

憶
で

す
の

で
今

後
に

期
待

し
て

い
ま

す
。

 
自

由
市

場
に

お
い

て
経

済
性

が
十

分
に

自
立

す
る

見
通

し
に

つ
い

て
、

例
え

ば
初

期
投

資
コ

ス
ト

、
建

設
工

期
の

短
縮

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

コ
ス

ト
、

な
ど

電
気

事
業

者
お

よ
び

金
融

業
界

な
ど

の
視

点
は

い
か

が
で

し
ょ

う
か

。
 

総
合

所
見

 

R
3

の
計

画
は

R
2

年
度

の
実

績
の

延
長

で
あ

る
が

、
国

産
技

術
の

海
外

展
開

に
む

け
て

国
や

産
業

界
と

協
力

を

し
、

戦
略

を
練

り
、

ビ
ジ

ネ
ス

モ
デ

ル
を

具
体

化
す

る
と

表
明

し
て

い
る

点
は

高
く

評
価

し
た

い
。

意
思

の
表

明

だ
け

で
な

く
、

R
3
年

度
の

年
度

報
告

で
は

そ
の

具
体

が
報

告
さ

れ
る

こ
と

を
望

む
。
そ

の
点

を
期

待
し

て
見

込
み

評
価

は
社

会
的

受
容

性
を

B
と

す
る

が
、

他
は

R
3
年

度
の

計
画

に
R

2
と

比
べ

て
顕

著
な

進
捗

を
感

じ
な

い
の

で
R

2
年

度
の

実
績

と
同

様
の

評
価

、
意

見
で

あ
る

。
R

3
年

度
は

次
期

中
長

期
計

画
の

策
定

時
期

で
も

あ
る

の

で
、

な
ん

ど
も

繰
り

返
し

に
な

る
が

、
実

用
高

温
ガ

ス
炉

と
水

素
技

術
の

社
会

実
装

な
ら

び
に

そ
こ

か
ら

の
イ

ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
を

ど
の

よ
う

に
実

現
す

る
の

か
に

つ
い

て
中

長
期

の
シ

ナ
リ

オ
を

描
き

、
そ

れ
を

外
部

識
者

も
交

え

て
議

論
し

、
実

効
性

と
実

現
性

の
あ

る
工

程
表

を
書

く
べ

き
と

考
え

る
。

そ
れ

に
基

づ
い

て
評

価
指

標
を

作
成

す

る
の

が
望

ま
し

い
。

 

B
 

今
年

度
評

価
か

ら
人

文
・

社
会

科
学

系
委

員
を

置
く

と
し

て
頂

き
ま

し
た

の
で

、
技

術
面

の
こ

と
は

不
勉

強
な

が

ら
生

意
気

に
も

評
価

さ
せ

て
頂

き
ま

し
た

。
 

産
学

官
の

垣
根

を
超

え
た

人
材

・
技

術
・

産
業

基
盤

の
さ

ら
な

る
強

化
、

原
子

力
需

要
が

増
加

す
る

新
興

国
へ

の

積
極

的
な

貢
献

、
開

発
者

目
線

で
将

来
に

稼
働

後
の

老
朽

化
に

対
す

る
保

守
点

検
計

画
の

立
案

な
ど

、
多

く
の

期

待
を

し
て

い
ま

す
。

 

B
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6. 原子力機構の措置 
 

評価委員会の提言と原子力機構の措置を以下に示す。 
 
6.1 令和元年度研究実績の評価に対する原子力機構の措置 
高温ガス炉技術研究開発 
提言 措置 
安全性、出力を考え、あるべき燃料破損率を、

製造実績から設定したと理解。破損率は製造

元に依存するなら規格/標準化面で扱いを慎

重にする必要あるのではないか。タービンノ

ズルのクラック発生原因は高温酸化又は疲

労でしょうか。 

本基準案は、燃料破損率設定の考え方を提示

したものであり、ご指摘の製造実績自体は基

準に含まれない。HTTR 非常用発電機のガス

タービンノズルのクラック発生原因は、起動

停止の繰り返しによるクリープ疲労によるも

のである。 
高温ガス炉の実用化に向けた経済性向上の

ためにも重要な技術であることを意識して

取り組んでほしい。 

これまでに、燃料設計限度の考え方の基とな

る安全要件を検討し、IAEA の技術報告書

（IAEA-TECDOC-1936 Applicability of Design
Safety Requirements to Small Modular 
Reactor Technologies Intended for Near 
Term Deployment）として纏めた。今後も引

き続き IAEA や GIF などの国際的な枠組み

での議論の主導、ポーランド等における規制

への反映に向けた活動などを積極的に実施す

る。 
バッチを増やすことで燃料を有効に利用で

きることが示された。一方、燃料交換作業は

1 回増えているので、燃料交換の準備に要す

る期間はその分、長くなり稼働率の低下が懸

念される。商用炉では有効利用と稼働率のど

ちらに重きを置くかユーザーの視点も重要

である。 

交換回数が増えているが、1 回あたりの交換

作業量は減っているので、稼働率低下につい

て大きな懸念はないと考えている。今回提案

した 3 バッチ炉心については、燃料交換が 1
回増えることによる稼働率の低下は 2％程度

にとどまると見込んでいる。実用化にあたっ

ては、有効利用の指標となる取出し時の残存

濃縮度及び燃焼度について、稼働率と共に提

示することで、どちらに重きを置くかユーザ

ーが検討できるようにする。 
カラム単位の燃料交換バッチ処理について

は、交換に伴う安全性、処理の標準化等の検

討を進めて頂きたい。 

燃料交換は、3 バッチ目の照射済燃料ブロッ

クを新燃料ブロックにカラム単位で交換して

行う。実際の取り扱いの操作は HTTR と同じ

ブロック単位であるため、安全性に大きな問

JAEA-Evaluation 2022-001

- 46 -



 

 
 

題はないと考えている。燃料交換バッチ処理

の標準化については、燃料交換機の移動、燃

料ブロックの取出し及び装荷に係わる具体的

な手順等について、検討を進める。 
製作性を含めた実現性の検討は行われてい

るか。 
実績のある HTTR 技術をできる限り用いて

いるため、燃料交換機の製作性を含めた燃料

交換の実現性に大きな問題はないと考えてい

るが、今後の設計進捗において課題が生じた

場合は検討を行い、実証炉の建設までに課題

解決を図る。 
 
水素製造技術研究開発 
提言 措置 
水素製造を民間に移転するためには、全自動

運転が必須である。HTTR との接続試験では

自動運転制御プログラムの検証を行ってほ

しい。 
 

令和 2 年度、自動組成制御法の構築に必要な

プロセス溶液の物性データベースを整備し、

HTTR 接続試験での検証に向け、第 4 期中長

期計画にかけて、自動組成制御法の研究開発

に取り組む。 
まずは安全運転できるように損傷部位の徹

底した原因調査と水平展開をお願いする。次

年度に遅延した連続運転試験時は、手順の検

証とともに分解効率向上や化学量論維持に

係る解釈も期待する。 
 

損傷部位については、製作メーカーの事例調

査を含めてフォルトツリー要因解析手法を用

い、割れの原因を析出物あるいは施工時の負

荷と判定した。析出物については、試験後の

損傷部のガスパージを見直し、析出防止を図

った。また、共通要因を有する機器を点検し、

割れ、腐食が無いことを確認した。今年度実

施した水素製造試験において、水素・酸素生

成比が水素製造の安定時に 1：2 となってお

り、化学量論を維持していることを確認した。

シール部の信頼性は、曝される環境条件（温

度、温度サイクル、圧力、圧力サイクル、シ

ールする気液の特性）、面粗度、平面度、ガス

ケット材料、締め付けトルク（面圧）等の影

響を受けるものであり、システムの信頼性に

対して、大きな影響を与えるため、実用化段

階でも課題となる箇所である。このため、実

用化に向けた Know How の構築という意味

合いも含め、ガスケット材料、締め付けトル

ガスケット材料、締め付けトルク以外の影響

として、高温時のシール部面圧維持のため、

熱膨張率の観点からボルト材料を見直した。

今後も試験後の点検を通じてシール部信頼性

向上、Know How の蓄積に取り組む。 
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ク以外の影響も考慮する必要があり、これら

の影響を網羅的に考慮した上で、適正な設計

諸元を見出して頂きたい。 
今年度水素製造試験ができなくなった原因

究明も含め、腐食に関する令和元年度の対策

強化案の効果を確実に評価するとともに、実

用化の際にはさらなる長時間運転が必要と

なることも考えたシステマティックな対策

立案をお願いしたい。 

水素製造試験を延期した要因である損傷部位

については、製作メーカーの事例調査を含め

てフォルトツリー要因解析手法を用いて原因

を特定するとともに、点検の結果他の同様部

位に割れ、傷が無いことを確認した。また、

長時間運転を可能にする自動制御技術の開発

及び耐食機器の信頼性評価手法の確立に第 4
期中長期計画にかけて取り組んで行く。 

100 時間程度のテストで十分かは今後要検

討。 
100 時間の試験で優れた耐食性能を示した合

金について、400 時間の長時間腐食試験を実

施し、目標腐食速度を満足することを確認し

た。 
腐食試験の継続と、絞り込んだ材料について

は、エッジ部、加工に伴う残存応力等の影響

によって、粒界等からの腐食も想定されるた

め、実際の構造を模擬した部品による腐食試

験を進めて頂きたい。 

新規合金の開発後、実際の構造を模擬した部

品による腐食試験の実施について検討する。

 

材料コストの観点と耐食性のバランスは考

慮されているか。 
SiC 製の硫酸分解器の一部を耐食合金で置き

換えることを目標としている。平成 30 年度

に実施した検討では、機器コストを 60％に削

減できる結果を得ている。 
次年度は研究の最終年度になるので、これま

でに得られた成果を、タービン設計やタービ

ン保守にフィードバックし、一連の沈着低減

技術がタービン開発にどのように寄与し得

るかを示して頂けるよう期待している。 
 

候補合金のタービン設計への適用性を明らか

にする中で、タービン保守の観点から重要な、

FP 沈着量低減技術を開発した。これにより、

高温ガス炉ガスタービンシステムにおいて、

保守時の被ばく量を十分に抑制可能な実用的

なタービンの開発に目処を得た。また、線量

低減を目的とした保管冷却のための予備ター

ビンユニットを不要とする運用の可能性を示

した。 
状態図計算によりサポートできないか検討

してもらいたい。 
 

合金状態図計算ソフトウェア CaTCalc と、第

一原理計算による溶解エネルギーを反映した

Ni 中の Ag の混合エンタルピーを用い、状態
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図計算を実施して、Ni-Ag 固溶濃度実験結果

を再現できるか検討を進めている。 
候補合金が変わった際にも使える汎用性に

も考慮いただきたい。 
拡散濃度分布測定や微細構造観察を通じて、

候補合金中の FP 拡散メカニズムを解明し、

候補合金を変更する場合にも適用可能な汎用

性のある翼合金設計方針として、FP 拡散係

数と FP 固溶限を用いて保守時の被ばく量を

評価する方針を示した。 
 
人材育成 
提言 措置 
受け入れ人材については、JAEA 等高温ガス

炉の技術者・研究者の獲得のみを目指した狭

いものでなく、多様な分野において、高温ガ

ス炉のサポーターを増やすという観点で戦

略的に実施することが、より望ましいと考え

ます。 

国内外における高温ガス炉サポーター獲得に

向け、セミナーやガス炉イベントなど、積極

的なガス炉 PR と人材受け入れの展開に努め

る。 
 

国内の研究者の受け入れが、原子力関連技術

者の継続的な育成に結びつくことを期待し

たい。また海外からの受け入れは、秘匿情報

の漏えい防止に向けた取り組みを継続的に

進めて頂きたい。 

HTTR を活用した人材育成を継続し、高温ガ

ス炉に関する技術・知識の維持・伝承に努め

る。また、原子力機構の知財ポリシーに基づ

き、秘匿情報の漏えい防止に向けた取り組み

を継続して努める。 
目的が高温ガス炉の知識習得であり、人数が

目標を上回ったからと言って顕著な成果と

は言えないのではないか。 

実習生、研究者等の受け入れは、高温ガス炉

に関する知識習得を目的に、各々テーマを課

し論文発表等の成果を上げている。今後もガ

ス炉発展に向けた人材育成に努める。 
 
産業界との連携 
提言 措置 
ITER のように各国が投資する高温ガス炉の

国際 PJ を創設し、日本がリードするような

企てが必要と考えられる。 

ITER のような枠組みは原子力機構が単独で

創設できるものではなく、また、米英加にお

いては自国のプロジェクトとして次世代炉

の開発に取り組んでいることから、国際PJと

して共同開発することは難しいと考える。そ

のため、日本の技術を導入するための方策と

して、現在進められている海外のプロジェク
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トに日本が参加してリードすることを検討

している。 
 

国際協力において日本が何を得られるのか

の戦略の整理もお願いする。 
JAEA 発ベンチャーを設立し、産業界と連携し

て海外プロジェクトへ参加することを目指し

ている。日本の利益については、高温ガス炉産

学官協議会、高温ガス炉実用化研究協力推進プ

ロジェクトチームにおいて議論を進めている。

 
 
総合所見 
提言 措置 
HTTR の早期の運転再開が第一であり、着実

に推進して頂きたい。一方、これまでは新規

制対応に注力されてきたと思うが、既に原子

力規制庁と電力事業者は安全文化や新検査

制度への取り組みを強化している。これらへ

の不備を起因として HTTR が停止されない

よう今後傾注していく必要がある。 
 

設置変更許可、設工認（4 分割）のうち第 1 回

～3 回設工認の認可を取得済。令和 3 年 7 月

の運転再開に向けて、第 4 回設工認や対策工

事などを着実に進捗させるよう、工程管理を

強化した。安全文化や新検査制度への取り組

みについては、原子力機構大でガイドを策定

して取り組みを進め、令和 2 年 11 月 20 日に

新検査制度に関する保安規定の変更の認可

を取得した。関連して、運転手引き等の下部

規定の改定を実施した。 
今年度新たに判明した IS 試験装置の腐食に

ついては、着実に原因究明し、他部位への水

平展開を図って頂きたい。年度目標設定に関

することだが、高温ガス炉の実用化及びその

判断のため、各年度で各技術がどのレベルに

達成していなければならないかの技術的な

定量目標を示し、それに対する達成度合いを

評価すべきと考える。 

損傷部位については、製作メーカーの事例調

査を含めてフォルトツリー要因解析手法を

用いて原因を析出物あるいは施工時の負荷

と判定した。析出物については、試験後の損

傷部のガスパージを見直し、析出防止を図っ

た。また、共通要因を有する機器を点検し、

割れ、腐食が無いことを確認した。実用化に

向けた検討により、機器や反応器性能につい

て実証が必要な耐食時間、性能等の目標値を

設定した。 
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6.2 第 3 期中長期計画の中間評価に対する原子力機構の措置 
高温ガス炉技術研究開発 
提言 措置 
進捗は妥当である。HTTR の運転再開に向け

て最大限に注力してほしい。HTTR 運転再開

は相手のあることであり、また試験実施によ

る新たな不具合も予想されるので、令和 3 年

度の最終評価に向けては前倒しの推進をお

願いしたい。 

早期の運転再開に向け、これを最優先課題と

し、最大限のリソースを投入して変更許可を

取得。後段規制対応も並行して迅速に対応

し、設工認（4 分割）のうち第 1 回～3 回設

工認の認可を取得。第 4 回設工認については

令和 3 年 2 月の認可取得を目指し対応してい

る。令和 3 年 7 月の運転再開に向け、認可取

得や対策工事等を着実に進捗させるよう、工

程管理を強化している。 
また、変更許可で認められた HTTR の安全性

を踏まえ、緊急時活動レベルを大幅に見直し

し、HTTR の BDBA 等では屋内退避などの

措置は不要となった。また、運転再開前の訓

練を計画的に実施するための管理体制を構

築し、各種事故時の対応能力強化に努める。

この上で HTTR 運転再開後、速やかに安全性

実証試験を実施し、国際契約に応える。また、

安全性実証試験後の HTTR を用いた国際協

力研究計画を検討する。並行して、HTTR 熱

利用系接続試験計画の検討を開始し、令和 3
年度の事後評価に向けて計画の前倒しを検

討する。 
実用高温ガス炉システムの安全基準の整備

は、令和 3 年度目標として蒸気供給用にとど

まらない検討を願う。 

これまで、原子力機構が提案した全ての利用

形態を対象とした安全要件が、IAEA エネル

ギー局案として採用された。加えて、ガスタ

ービン発電及び水素製造に係る安全要件の

適用性の確認を完了している。令和 3 年度ま

でに、残された蒸気供給用高温ガス炉の安全

要件への適用性評価を完了させる。 
高燃焼度化・高出力密度化燃料の実用化に向

け、さらに燃焼度を向上させる必要はない

か。実施が必要な開発の計画立案はいつ立案

するのか。 

経済性向上の観点から 160GWd/tを目指して

燃焼度を向上させることが重要であり、2030
年代後半の実用炉での使用を目指している。

被覆燃料粒子の被覆技術については確立済

みであり濃縮度を高くした（U-235 重量とし
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て 14～20％未満）燃料試料を用いた中性子照

射試験が必要である。国際協力の下でこれら

を次期中長期計画期間内に開始できるよう、

検討を進めている。 
軸封システム設計、試験は、軸封システムの

設計に留まっており、試作による性能確認が

必要。次期中長期計画において、実用化に向

けた試験の実施が望まれる。 

高温ガス炉ガスタービンシステムの実用化

に向け、軸封システム試作による性能確認試

験等については、外部資金等による実施に努

める。 
 
熱利用技術研究開発 
提言 措置 
世界初の 150 時間連続運転は評価できるが、

まだ 150 時間に留まっている。 
実用化に向け、第 4 期中長期計画にかけて、自

動組成制御システムの開発を進め、その実証に

より連続水素製造時間の大幅な延伸を目指す。

今年度は組成制御の自動化に必要なプロセス

溶液の物性データベースの整備及び長時間運

転における耐食機器の信頼性評価手法の確立

に着手した。連続水素製造試験による長期間の

機器耐用確証を含めて、これら研究開発に取り

組む。 
IS プロセス水素製造試験装置の漏えい対策

はまだまだ実施すべき項目があると考えら

れる。 

実用工業材料製 IS プロセス水素製造試験装

置を実動させている強みを活かし、今年度抽

出した対策改善が必要な部位の試験後機器

開放点検を通じて、プロセス環境、温度など

網羅的に知見を収集して、漏えい対策を強化

する。 
基本的な反応は実証されたと考えられる。今

後は長期的な組成変化も考慮した全自動制

御法の確立が重要である。 
連続装置を用いて安全、自動制御、反応解析

モデルの技術導出を図っている。今後、閉鎖

循環系での物質量、温度（熱量）のプロセス

変動への影響を見極め、収束できる自動制御

法の導出が重要。 

IS プロセスの長期安定運転には、自動制御シ

ステムの導入が極めて重要であり、今後必要な

開発項目と位置付けている。今年度、自動制御

法の構築に必要なプロセス溶液の物性データ

ベースの整備に着手した。次期中長期計画にお

いて自動組成制御法を確立し、制御システムを

連続水素製造試験装置に組み込み、技術の実証

を目指す。 
セラミックス構造体の強度評価法の作成は、

平成 30 年度で完了しているが、実用化に向

けた開発継続が必要。 

セラミックス構造体の強度評価法の作成は平

成 30 年度で完了し、IS プロセス水素製造試験

装置に組み込んだセラミックス反応器の肉厚
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測定といった実用プラントで必要となる交換

頻度に係わるデータ取得を継続している。ま

た、セラミックス反応器を代替するポテンシャ

ルを有する新規耐食合金の開発も進めており、

低腐食速度の材料を見出すなど成果を挙げつ

つある。  
硫酸分解器の金属合金化は、低コスト化の 1 ア

イテムとして着実に進んでいるが、実用化に

は必須の自動制御系を含めた低コスト化の更

なる検討が必要であり、また他の水素製造技

術とのコスト比較を継続的に実施していくこ

とが必要と考える。 

水素製造コストは、技術開発の段階ごとに見

直している。また、他の水素製造技術のコス

トや産業界の要求について情報収集し、実用

化段階での低コスト化の指標としている。今

後も水素製造コスト評価を継続的に実施す

る。 
競争力ある H2 製造目標とのギャップを更に

埋めてほしい。 
25 円/Nm3 目標を可能とするアイテムが少な

い気がする。プラント技術含め様々な課題を

掲げ、民間を刺激し、民間技術の活用を進め

るべき。 

水素製造コストの低減に向け、また、高温ガ

ス炉水素製造システム全体での低コスト化

の検討を開始した。高温熱を利用するプロセ

スとして、民間を刺激し民間技術の活用に継

がる取組を今後も強化していく。 

将来の実用化や技術の民間移転等に向けた

研究目標の明確化は、令和 2 年度までではな

く 3 年度まで不断の開発とすべき。 

令和 2 年度の結果をまずは精査し、耐食合金

の耐食性能の更なる改良、追加の機械特性評

価等が必要と判断された場合等を含め、令和

3 年度まで不断の開発とすべく検討する。 
核分裂生成物の沈着低減技術等の要素技術

開発は、長時間運転性が今後必要。令和 2 年

度までではなく 3 年度まで不断の開発とすべ

き。 

令和 2 年度までに、長期間運転性の評価に必

要な候補合金中の Ag 拡散係数及び Ni 中の

Ag 固溶限データの取得を完了するとともに、

候補合金をガスタービン翼設計へ適用した

場合の成立性を確認できたことによって、核

分裂生成物の沈着低減のための要素技術開

発を完了することから、本技術開発は令和 2
年度で終了としたい。 

 
高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発全体 
提言 措置 
学生の育成も重要だが、民間では高温ガス炉

の技術は徐々に失われつつある。その前に、

官民での早期実用化への取り組みが期待さ

れる。 

文科省の下に設置された高温ガス炉産学官

協議会及びその下の海外戦略検討ワーキン

ググループにおいて、官民一体となって早期

実用化に向けた取組を強化し、官民の高温ガ
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ス炉技術の維持を図る。 

開発が長期にわたるため、研究・技術者のマ

インド維持、技術が散逸せぬよう技術の整

備・伝承に配慮を希望する。 

原子力機構の人材ポリシーに基づき、人材育

成、技術伝承の促進等を目的としたキャリア

パス方針を明示し、職員の資質・能力の向上

に努める。また、引続き HTTR を人材育成の

場として活用し、国内外の研究者等に高温ガ

ス炉の安全性に関する知識を習得させ、高温

ガス炉に関する優秀な人材を育成し、技術の

継承を図る。 
今後民間との連携をさらに強め、特に連携時

に得られる知見・情報を民間と共有化し、知

財化を戦略的に進め、追随を許さない技術の

確立を期待する。 
 

高温ガス炉産学官協議会、海外戦略検討ワー

キンググループ、さらには令和 2 年 1 月に原

子力機構内に設置した高温ガス炉実用化研

究協力推進プロジェクトチーム（原子力機構

職員、民間で構成）での議論を通じて民間等

の連携を強め、知見・情報の知財化の検討を

進める。 
人材育成や海外との連携で、コア技術が流出

しないように注意してほしい。 
原子力機構の知財ポリシーに基づき、産業利

用の見込める内容に絞り特許出願を進める

とともに、原子力機構所定の方法に基づいて

管理、確認を行い、ノウハウが漏れないよう

継続して努める。 
ポーランドや英国への技術協力から、技術実

証機会、市場/スポンサーとしてうまく活用す

ることを期待。それぞれの活用戦略を明確に

してほしい。 

令和 2 年 1 月に原子力機構内に設置した高温

ガス炉実用化研究協力推進プロジェクトチ

ーム（原子力機構職員、民間で構成）の下で、

海外高温ガス炉建設プロジェクトへの日本

企業の参画方針案を作成した。今後、高温ガ

ス炉産学官協議会及びその下の海外戦略検

討ワーキンググループへ当該案を提案し、方

針を決定する。 
米国との 2 国間だけでなく、新たにポーラン

ド、英国との協力が推進されることになっ

た。国内では産学官協議会が定期的に実施さ

れており、原子力業界以外の幅広い企業との

連携も進んでおり、さらなる拡大を期待して

いる。 

令和 2 年 11 月に英国国立原子力研究所及び

原子力規制局と協力の取り決めを新たに締

結し、英国 AMR 計画への日本の技術展開に

向けた活動の土台を構築した。また、ユーザ

ー獲得に向けて、四国電力との高温ガス炉勉

強会を立上げた。今後、高温ガス炉で製造し

た水素のユーザー等、幅広い企業との連携を
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模索していく。 
運転再開後の大いなる進展、国際展開を期待

する。 
HTTR の運転再開後には、国際契約の下での

安全性実証試験（LOFC 試験）を最優先に実

施する。また、LOFC の運営委員会において、

現在検討中の HTTR を用いた新たな試験を

説明して OECD/NEA や参画機関から意見を

聴取し、新たな国際協力計画に反映してい

く。 
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第 3 期中長期計画 

 
高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発 

エネルギー基本計画を受けて、発電、水素製造など多様な産業利用が見込まれ、高い安全

性を有する高温ガス炉の実用化に資する研究開発を通じて、原子力利用の更なる多様化・高

度化に貢献するため、目標や開発期間を明らかにし、国の方針を踏まえ以下に示す高温ガス

炉の安全性の確証、固有の技術の確立、並びに熱利用系の接続に関する技術の確立に資する

研究開発や国際協力を優先的に実施する。 
高温工学試験研究炉（HTTR）について、安全の確保を最優先とした上で再稼働するまでの

間における維持管理費の削減に努め、新規制基準への適合性確認を受けて速やかに再稼働を

果たす。 
高温ガス炉の安全性の確証及び固有の技術の確立については、炉心冷却喪失試験、熱負荷

変動試験等の異常時を模擬した試験を実施し、高温ガス炉の固有の安全性を検証する。また、

HTTR を用いて運転データを取得し、国際協力の下、実用高温ガス炉システムの安全基準の

整備を進めるとともに、将来の実用化に向けた高燃焼度化・高出力密度化のための燃料要素

開発を進める。 
熱利用系の接続に関する技術の確立については、HTTR と熱利用施設を接続して総合性能

を検証するための HTTR-熱利用試験施設のシステム設計、安全評価等を進める。なお、当該

施設の建設段階に進むに当たり、平成 28 年度を目安に、研究開発の進捗状況について、外

部委員会の評価を受け、その建設に向けての判断を得る。 
これらの取組に加えて、水の熱分解による革新的水素製造技術（熱化学法 IS プロセス）に

ついては、耐食性を有する工業材料製の連続水素製造試験装置による運転制御技術及び信頼

性等を目標期間半ばを目途に確証し、セラミックス製機器の高圧運転に必要なセラミックス

構造体の強度評価法を作成することにより、工学的な研究開発を完了する。これに加えて、

経済性の観点も踏まえつつ将来の実用化や技術の民間移転等に向けた研究目標を早期に明

確化し、これらの成果を取りまとめて、水素社会の実現に貢献する。 
また、ガスタービン高効率発電システムにおける核分裂生成物の沈着低減技術等の要素技

術開発を完了する。 
さらに、HTTR を人材育成の場として活用し、国内外の研究者等に高温ガス炉の安全性に

関する知識を習得させ、高温ガス炉に関する優秀な人材を育成し、技術の継承を図る。 
実施に当たっては、国の方針等に基づき、産学官と協議して、具体的な実用化像、高温ガス

炉及び熱利用技術の将来的な実用化に向けた課題や得られる成果、実用化の可能性、研究開

発の方向性、産業界との協力、産業界への技術移転の項目及び時期等を明確にしつつ研究開

発や国際協力を進める。 
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付録 3. 第 3 期中長期計画の見込評価 
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